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規　則 

 

　亀岡市情報通信技術を活用した行政の推進に

関する条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１９号 

 

亀岡市情報通信技術を活用した行

政の推進に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

 

　亀岡市情報通信技術を活用した行政の推進に

関する条例施行規則（令和４年亀岡市規則第５

号）の一部を次のように改正する。 

 

　第１６条を次のように改める。 

　（添付書面等の省略） 

第１６条　情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律施行令（平成１５年政令第　

２７号）第５条の規定は、条例第７条に規定

する規則等で定める書面等及び措置について

準用する。この場合において、同令第５条の

表中「行政機関等」とあるのは、「本市の機

関等」と読み替えるものとする。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

　亀岡市総合福祉センター条例施行規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第２０号 

 

亀岡市総合福祉センター条例施行

規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市総合福祉センター条例施行規則（平成

１８年亀岡市規則第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第７条中「午後９時」を「午後６時３０分」

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第２１号 

 

亀岡市介護保険条例施行規則の一

部を改正する規則 
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　亀岡市介護保険条例施行規則（平成１２年亀

岡市規則第３７号）の一部を次のように改正す

る。 

 

　附則に次の１条を加える。 

　（令和８年度分の保険料の減免の特例） 

第７条　市長は、令和８年度分の保険料に限り、

第１号被保険者が次の各号のいずれにも該当

するときは、条例第１０条第１項第２号の規

定による特に規則で定める者として、保険料

を減免することができる。 

⑴　令和８年度分の保険料の賦課期日におい

て、本市に住所を有する者であること。 

⑵　令和７年度（令和６年分所得）において、

本人及びその属する世帯の世帯主並びに全

ての世帯員が市町村民税非課税であったこ

と。 

⑶　令和７年の合計所得金額に給与所得が含

まれており、かつ、令和７年中の給与所得

に係る収入金額の増加分が令和７年度税制

改正による給与所得控除の最低保障額の引

上げ分の範囲内であって、当該引上げ後の

基準を適用すれば令和８年度においても引

き続き本人及びその属する世帯の世帯員全

員が市町村民税非課税となるべき者である

こと。 

２　前項の規定による減免の額は、当該被保険

者の令和８年度分の保険料の額（条例第３条

の規定により算定された額をいう。以下この

項において同じ。）と、当該被保険者を市町

村民税非課税者として判定した場合に適用さ

れるべき保険料段階に基づき算定した保険料

の額との差額とする。 

３　前２項の規定による保険料の減免について

は、第２９条第１項の規定にかかわらず、被

保険者による申請を要しないものとする。 

　別表中「第２８条関係」を「第２９条関係」

に改める。 

　別記第５号様式及び別記第６号様式中「介護

サービス計画の作成等介護保険事業の適切な運

営のために必要があるときは、要介護認定・要

支援認定にかかる調査内容、介護認定審査会に

よる判定結果・意見、及び主治医意見書を、亀

岡市から地域包括支援センター、居宅介護支援

事業者、居宅サービス事業者若しくは介護保険

施設の関係人、主治医意見書を記載した医師又

は認定調査に従事した調査員に提示することに

同意します。」を「介護サービス計画の作成等

介護保険事業の適切な運営のために必要がある

ときは、要介護認定・要支援認定に係る調査内

容、介護認定審査会による判定結果・意見、主

治医意見書、亀岡市が提供を受けた介護サービ

ス計画及び介護予防サービス計画並びに居宅　

サービス事業者又は介護保険施設の関係人が取

得した心身の状況等の情報を、亀岡市から地域

包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅

サービス事業者、地域密着型サービス事業者、

介護保険施設、介護予防支援事業者、介護予防

サービス事業者若しくは地域密着型介護予防　

サービス事業者の関係人、介護予防・日常生活

支援総合事業を行う者、主治医意見書に係る医

師又は認定調査に従事した調査員に提示する

（地域支援事業として介護情報基盤経由で電子

的に行う場合を含む。）ことに同意します。」

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市休日急病診療所条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 
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　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第２２号 

 

亀岡市休日急病診療所条例施行規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市休日急病診療所条例施行規則（昭和５６年亀岡市規則第１５号）の一部を次のように改正

する。 

 

　第３条第２項中「場合は、その日数分」を「ときは、その範囲内の日数分を原則」に改め、同項

ただし書を削る。 

　別記第１号様式を次のように改める。 
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　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第２３号 

 

亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

 

　亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則（平成２８年亀岡市規則第　

４０号）の一部を次のように改正する。 

 

　第７条の表第３号の項を次のように改める。 

 第３号 　次のいずれかに該当するもの 

　⑴　保津地区、河原林町勝林島地区、馬路地区、千歳地区又は薭田

野地区において、次のアからキまでに掲げる建築物の建築の用に

供する目的で行うもの（ウからキまでに掲げるもののうち土砂災

害警戒区域又は洪水等が発生した場合に生命又は身体に著しい危

害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域を含む敷地面積

が１，０００平方メートル以上のものについては、安全上及び避

難上の対策を実施するものに限る。） 

　　ア　専用住宅（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものに

あっては１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限る。） 

　　イ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものにあっては　

１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっては　　

３００平方メートル以上のものに限る。）



 
亀　岡　市　公　報

9 

令和８年５月１５日発行 第９７６号

 

　第８条の表第３号の項を次のように改める。 

 

 　　ウ　エに掲げるもののほか、第二種低層住居専用地域内に建築す

ることができる店舗、飲食店その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

　　エ　次に掲げる農業の利便を増進するために必要な店舗等でその

用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

　　　(ｱ)　建築物の周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる

目的とする店舗 

　　　(ｲ)　(ｱ)の農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とする

飲食店 

　　　(ｳ)　自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他これらに類するもの（(ｱ)の農産物を原材

料とする食品の製造又は加工を主たる目的とするものに限

る。）で作業場の床面積の合計が５０平方メートル以内のも

の（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が

０．７５キロワット以下のものに限る。） 

　　オ　診療所 

　　カ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である事務所でその用途に供する部分の床面積の合

計が５０平方メートル以内のもの 

　　キ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ

又は工房でその用途に供する部分の床面積の合計が５０平方　

メートル以内のもの 

　⑵　河原林町河原尻地区、吉川地区、旭地区、曽我部地区又は千代

川地区において、⑴アからキまでに掲げる建築物の建築の用に供

する目的で行うもの

 第３号 　次のいずれかに該当するもの 

　⑴　保津地区、河原林町勝林島地区、馬路地区、千歳地区又は薭田

野地区において、次のアからキまでに掲げる建築物の建築の用に

供する目的で行うもの（ウからキまでに掲げるもののうち土砂災
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 害警戒区域又は洪水等が発生した場合に生命又は身体に著しい危

害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域を含む敷地面積

が１，０００平方メートル以上のものについては、安全上及び避

難上の対策を実施するものに限る。） 

　　ア　専用住宅（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものに

あっては１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限る。） 

　　イ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

（その敷地面積が、自己の居住の用に供するものにあっては　

１５０平方メートル以上のもの、その他のものにあっては　　

３００平方メートル以上のものに限る。） 

　　ウ　エに掲げるもののほか、第二種低層住居専用地域内に建築す

ることができる店舗、飲食店その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

　　エ　次に掲げる農業の利便を増進するために必要な店舗等でその

用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

　　　(ｱ)　建築物の周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる

目的とする店舗 

　　　(ｲ)　(ｱ)の農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とする

飲食店 

　　　(ｳ)　自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他これらに類するもの（(ｱ)の農産物を原材

料とする食品の製造又は加工を主たる目的とするものに限

る。）で作業場の床面積の合計が５０平方メートル以内のも

の（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が

０．７５キロワット以下のものに限る。） 

　　オ　診療所 

　　カ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である事務所でその用途に供する部分の床面積の合

計が５０平方メートル以内のもの 

　　キ　第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅

の兼用用途である美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ

又は工房でその用途に供する部分の床面積の合計が５０平方  

メートル以内のもの 

　⑵　河原林町河原尻地区、吉川地区、旭地区、曽我部地区又は千代

川地区において、⑴アからキまでに掲げる建築物の建築の用に供

する目的で行うもの
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　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市消防団員等公務災害補償条例第９条の

２第１項の規則で定める金額を定める規則の一

部を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第２４号 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例第９条の２第１項の規則で定め

る金額を定める規則の一部を改正

する規則 

 

　亀岡市消防団員等公務災害補償条例第９条の

２第１項の規則で定める金額を定める規則（平

成１８年亀岡市規則第７２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

　本則の表常時介護を要する状態の項中　　

「８５，４９０円」を「９０，７９０円」に改

め 、同 表随時 介護を 要す る状 態の項中　　　

「４２，７００円」を「４５，４００円」に改

める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この規則は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この規則による改正後の亀岡市消防団員等

公務災害補償条例第９条の２第１項の規則で

定める金額を定める規則の規定は、令和８年

４月１日以後の期間に係る介護補償の額につ

いて適用し、同日前の期間に係る介護補償の

額については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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告　示 

 

　亀岡市告示第３９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

⑴　楽天グループ株式会社 

東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号 

楽天クリムゾンハウス 

⑵　株式会社さとふる 

東京都中央区京橋２－２－１ 

京橋エドグラン１３Ｆ 

⑶　株式会社トラストバンク 

東京都品川区上大崎３丁目１番１号 

ＪＲ東急目黒ビル７階 

⑷　京都クレジットサービス株式会社 

京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町

７３１番地 

⑸　京銀カードサービス株式会社 

京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町

７３１番地 

⑹　ＰａｙＰａｙ株式会社 

東京都千代田区紀尾井町１－３ 

⑺　株式会社ＤＧフィナンシャルテクノロ　

ジー 

東京都渋谷区恵比寿南３－５－７ 

デジタルゲートビル１０階 

⑻　株式会社アイモバイル 

東京都渋谷区渋谷三丁目２６番２０号 

関電不動産渋谷ビル８階 

⑼　ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 

東京都渋谷区道玄坂１－２－３ 

渋谷フクラス 

⑽　ＫＤＤＩ株式会社 

東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 

ＫＤＤＩビル 

⑾　株式会社ＪＡＬＵＸ 

東京都港区港南１－２－７０ 

品川シーズンテラス１２階 

⑿　アマゾンジャパン合同会社 

東京都目黒区下目黒１－８－１ 

⒀　株式会社Ｗｏｒｋｔｈｙ 

福岡県福岡市中央区赤坂１－１６－５ 

読売九州ビル５Ｆ 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入 

　　寄附金 

３　指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

　　令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第４０号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取

扱者を次のとおり指定したので、同条第２項及

び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）第４８条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 
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　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

⑴　楽天グループ株式会社 

東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号 

楽天クリムゾンハウス 

⑵　株式会社さとふる 

東京都中央区京橋２－２－１ 

京橋エドグラン１３Ｆ 

２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に

係る歳入等 

　　寄附金 

３　委託期間 

　　令和８年４月１日から 

　　令和９年３月３１日まで 

４　指定した日 

　　令和８年４月１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第４１号 

 

　亀岡市ふるさと産品創出等支援事業補助金交

付要綱を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市ふるさと産品創出等支援事

業補助金交付要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、ふるさと産品の創出又は

既存のふるさと産品の生産強化等（以下「ふ

るさと産品の創出等」という。）を行う事業

に取り組む事業者に対し、亀岡市補助金等交

付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号。以下

「規則」という。）及びこの要綱に定めると

ころにより、予算の範囲内において、亀岡市

ふるさと産品創出等支援事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し、

必要な事項を定めるものとする。 

　（定義） 

第２条　この要綱において使用する用語の意義

は、次に定めるところによる。 

⑴　ふるさと産品　市内において生産、製造

及び加工される製品並びに提供されるサー

ビスであって、特例控除対象寄附金の対象

となる都道府県等の指定に係る基準等を定

める件（平成３１年総務省告示第１７９

号）に定める基準に適合するものをいう。 

⑵　採択事業者　市長が別に定める事業者提

案の募集に応募し、採択された事業者をい

う。 

⑶　補助事業　市長が別に定める事業者提案

の募集に応募し、採択されたふるさと産品

の創出等を行う事業をいう。 

⑷　クラウドファンディング　補助事業を実

施するための資金を、市長が指定するイン

ターネットサイトで募集し、調達すること

をいう。 

⑸　寄附額　クラウドファンディングにより

資金を調達した額の合計額をいう。 

⑹　目標額　補助対象経費の額の合計額に　

１００分の２００を乗じた額（１，０００

円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てた額とする。）をいう。 

　（補助対象者） 

第３条　補助対象者は、補助事業の実施主体で

ある採択事業者で、次の各号に掲げる要件を

全て満たすものとする。 

⑴　提案した補助事業への寄附額が目標額に

達した者又は寄附額が目標額に達しない場
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合であっても、自らの責において補助事業

を行う者であること。 

⑵　補助事業によるふるさと産品を、本市の

ふるさと納税の返礼品として登録する意思

を有する者であること。 

⑶　市内に事業所等を有し、又は開設を予定

する者で、補助金の交付決定の日から５年

以上継続して補助事業を行う意思を有する

者であること。 

⑷　補助事業について本市が実施する他の補

助金の交付を受けていない者であること。 

⑸　国税及び地方税の滞納（納税猶予等の措

置によるものを除く。）がない者であるこ

と。 

　（補助対象事業等） 

第４条　補助対象事業及び補助対象経費は、別

表第１に掲げるとおりとする。 

　（補助金の額及び補助限度額） 

第５条　補助金の額は、寄附額の１０分の５以

内の額（１，０００円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てた額）とする。ただし、

補助対象経費の額の合計額を上限とする。 

　（補助金の交付申請） 

第６条　補助金の交付を受けようとする採択事

業者は、亀岡市ふるさと産品創出等支援事業

補助金交付申請書（別記第１号様式）に別表

第２に規定する書類を添付し、市長に申請す

るものとする。 

２　補助事業が複数年度にわたる場合は、年度

ごとに前項に定める申請を行わなければなら

ない。ただし、補助金の交付を申請すること

ができる期間は、補助事業を開始した年度及

び当該年度の翌年度とする。 

　（補助金の交付決定及び通知） 

第７条　市長は、前条の規定による申請があっ

たときは、その内容を審査の上、補助金の交

付の可否を決定し、亀岡市ふるさと産品創出

等支援事業補助金交付（不交付）決定通知書

（別記第２号様式）により、当該申請者に通

知するものとする。 

２　市長は、補助金の交付の決定に際し、必要

があると認めるときは、条件を付すことがで

きる。 

　（補助事業の着手） 

第８条　補助事業の着手は、原則として補助金

の交付の決定後に行うものとする。ただし、

事業の効率的な実施を図る必要があり、又は

事業の実施に当たりやむを得ない事情がある

場合は、市長に事前着手届（別記第３号様

式）を提出した後に着手することができる。 

　（補助事業の変更） 

第９条　補助金の交付決定通知を受けた者（以

下「補助事業者」という。）が、事業計画を

変更しようとするときは、亀岡市ふるさと産

品創出等支援事業変更承認申請書（別記第４

号様式）を市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

２　市長は、前項に規定する申請書を受理した

ときは、その内容を審査の上、承認の可否を

決定し、亀岡市ふるさと産品創出等支援事業

変更承認（不承認）決定通知書（別記第５号

様式）により通知するものとする。 

　（実績報告） 

第１０条　補助事業者は、補助金の交付の申請

を行った年度の２月末日まで（補助事業が完

了したときは、その日から起算して２０日以

内又は当該年度の２月末日のいずれか早い日

まで）に、亀岡市ふるさと産品創出等支援事

業補助金実績報告書（別記第６号様式）を市

長に提出しなければならない。 

　（補助金の確定） 

第１１条　市長は、前条の実績報告書を受理し

たときは、速やかにその内容を審査の上、必

要に応じて現地調査等を行い、補助事業が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは、補助金の額を
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確定し、亀岡市ふるさと産品創出等支援事業

補助金確定通知書（別記第７号様式）により

通知するものとする。 

２　市長は、次条第２項の規定により概算払を

行った場合において、当該概算払の額が前項

の補助金の交付確定額を超えるときは、補助

事業者に対し、その差額の返還を命ずるもの

とする。 

　（補助金の交付） 

第１２条　補助金は、補助事業者が補助事業を

完了した後において交付する。 

２　前項の規定にかかわらず、市長は、補助事

業者の経済的な事情等補助金の交付の目的を

達成するため当該補助事業の完了前に補助金

を交付する必要があると特に認めるときは、

第７条の規定による補助金の交付決定後、交

付決定の範囲内において、補助金の全部又は

一部を補助事業が完了する前に概算払により

交付することができる。 

　（補助金の請求及び支払） 

第１３条　補助金の請求は、亀岡市ふるさと産

品創出等支援事業補助金交付請求書（別記第

８号様式）により、概算払による交付に係る

請求をするときは、亀岡市ふるさと産品創出

等支援事業補助金概算払請求書（別記第９号

様式）により請求するものとする。 

２　市長は、前項の請求を受け付けた日から　

３０日以内に補助金を支払うものとする。 

　（補助金の返還） 

第１４条　市長は、補助事業者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、第７条の補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すものとす

る。 

⑴　法令又は条例若しくはこの要綱の規定に

違反したとき。 

⑵　偽りその他不正の手段により補助金を受

け、又は受けようとしたとき。 

⑶　補助金の決定の内容又はこれに付した条

件に違反したとき。 

⑷　前３号に掲げるもののほか、市長が適当

でないと認めるとき。 

２　市長は、前項の規定により補助金の交付決

定を取り消した場合において、補助事業の当

該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付

されているときは、補助事業者に対し期限を

定めて当該補助金の返還を請求するものとす

る。 

３　第９条第２項の規定により補助事業の変更

を承認し、変更交付決定をした場合において、

変更交付決定額が概算払により交付した額を

下回るときは、補助事業者に対し期限を定め

て当該補助金の返還を請求するものとする。 

４　前２項に規定する補助金の返還請求を受け

た補助事業者は、期限内に補助金を返還しな

ければならない。 

　（事業成果の報告） 

第１５条　補助事業者は、補助金の交付が決定

した日の属する年度の翌年度の４月１日から

起算して５年間は、補助金の交付を受けた事

業の実施状況について市長が報告を求めた場

合、これに応じなければならない。 

　（書類の保存） 

第１６条　補助事業者は、補助事業に関する書

類及び帳簿等の関係書類について、補助金を

交付した日の属する年度の翌年度の４月１日

から起算して５年間保存しなければならない。 

　（財産の維持管理等） 

第１７条　補助金の交付を受けた者は、補助事

業によって取得した財産を適正に維持管理す

るとともに、補助金の交付目的に従って使用

し、原則としてこれを第三者に譲渡してはな

らない。 

２　規則第１６条ただし書に規定する市長の定

める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に

定める耐用年数とする。 
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３　規則第１６条第２号に規定する市長が指定

したものは、１品の取得価格又はその効用増

加価格が５０万円以上の財産とする。 

　（雑則） 

第１８条　この要綱に定めるもののほか、この

要綱の実施について必要な事項は、市長が定

める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別表、別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第４２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　　　株式会社トラストバンク 

　　　東京都品川区上大崎３丁目１番１号 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

使用料、手数料、雑入 

３　指定をした日 

　　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第４３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　　　ＰａｙＰａｙ株式会社 

　　　東京都千代田区紀尾井町１番３号 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　　　使用料、手数料、負担金、雑入 

３　指定をした日 

　　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第４４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取扱者を

次のとおり指定したので、同条第２項及び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４８

条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

 

２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る歳入等 

　　次に掲げる冊子の売払代金 

　　「京都・亀岡　暮らしと、ところ。」 

　　「Kyoto-kameoka Hidden gem」 

 

３　委託期間 

　　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

４　指定した日 

　　令和８年４月１日 

 

「掲示済」 

 

 

 名称 所在地

 株式会社大垣書店　亀岡店 亀岡市篠町野条上又11-1 アルプラザ亀岡3階

 有限会社さわだ書店 亀岡市千代川町小川2丁目1番23号

 株式会社やまざき商店 亀岡市北町19番地

 株式会社松園荘 亀岡市薭田野町芦ノ山流田1-4

 株式会社翠泉 亀岡市薭田野町芦ノ山イノシリ6-3

 保津川遊船企業組合 亀岡市保津町下中島2番地

 嵯峨野観光鉄道株式会社 京都市右京区嵯峨野天龍寺車道町

 一般社団法人きりぶえ 亀岡市薭田野町太田竹が花7番地

 一般社団法人森の京都地域振興社 亀岡市追分町谷筋25番地30

 一般社団法人京都中央古民家再生協会 亀岡市安町釜ケ前23番地6 アイディール・アザレア102
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　亀岡市告示第４５号 

 

　亀岡市スポーツイベント開催支援補助金交付

要綱（令和６年亀岡市告示第７１号）の一部を

次のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第４条第３項を削る。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第４６号 

 

　災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４第１項の規定により指定緊急避難場

所を指定したので、同条第３項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

指定する指定緊急避難場所 

（※１）「対象とする異常な現象の種類」欄に「1」が記された施設が、当該異常現象から緊急に

避難するための施設である。記されていない施設は、当該異常現象によって避難することは

できない。 

（※２）「指定避難所との重複」欄に「1」が記された施設は、指定避難所を兼ねた施設である。 

 

「掲示済」 

 

 

 

施設の名称 施設の所在

対象とする異常な現象の種類（※１）

指
定
避
難
所
と
の
重
複(

※
２)

 洪
水

崖
崩
れ
土
石
流
及
び
地
滑
り

高
潮

地
震

津
波

大
規
模
な
火
事

内
水
氾
濫

火
山
現
象

 

かめおか防災広場
余部町天神又２

番地外
1 1 1 1

 
カーシェルター野

水

吉川町穴川野水

１５番１外
1 1 1
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　亀岡市告示第４７号 

 

　亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー

（ＦＩＴ売電可）導入事業費補助金交付要綱

（平成２９年亀岡市告示第５８号）の一部を次

のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第２条第２号中「１０ｋＷ未満」を削る。 

　 第４ 条第２ 号及び 別記 第１ 号様式中　　　

「１７，０００円」を「１２，０００円」に、

「１０２，０００円」を「６０，０００円」に

改める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この要綱は、告示の日から実施する。 

　（経過措置） 

２　この要綱による改正後の亀岡市家庭向け自

立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電可）導

入事業費補助金交付要綱の規定は、令和８年

４月１日以降に交付申請のあった補助金につ

いて適用し、令和８年３月３１日以前に交付

申請のあった補助金については、なお従前の

例による。 

　（補助対象者の特例） 

３　令和８年４月１日から令和８年６月３０日

までの間、第５条の規定の適用については、

「６月以内」とあるのは、「８月以内」とす

る。 

 

「掲示済」 

　亀岡市告示第４８号 

 

　亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー

（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱

（令和６年亀岡市告示第２０７号）の一部を次

のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　別表第１補助金の額の欄中「２万円」を「４

万円」に、「８万円」を「１６万円」に、「３

万４千円」を「４万６千円」に、「２０万４千

円」を「２７万６千円」に改める。 

　別記第１号様式、別記第２号様式別紙及び

別記第４号様式別紙中「２０，０００円」を

「４０，０００円」に、「（上限８０，０００

円）」を「（上限１６０，０００円）」に、　　　

「３４，０００円」を「４６，０００円」に、

「（上限２０４，０００円）」を「（上限　　

２７６，０００円）」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この要綱は、告示の日から実施する。 

　（経過措置） 

２　この要綱による改正後の亀岡市家庭向け自

立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金交付要綱の規定は、令和８

年４月１日以降に交付申請のあった補助金に

ついて適用し、令和８年３月３１日以前に交

付申請のあった補助金については、なお従前

の例による。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第４９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取

扱者を次のとおり指定したので、同条第２項及

び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）第４８条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

　　　公益社団法人京都府獣医師会 

　　　京都市下京区西七条掛越町６５番地 

２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に

係る歳入等 

狂犬病予防注射済票交付事務手数料 

３　指定した日 

令和８年４月１日 

４　委託をした期間 

令和８年４月１日から 

令和９年３月３１日まで 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第５０号 

 

　亀岡市循環型社会推進条例（平成１３年亀岡市条例第１３号）第１３条第２項の規定により、令

和８年度亀岡市一般廃棄物処理実施計画を次のとおり告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　一般廃棄物の処理量の見込み 

⑴　ごみ 

ア　燃やすしかないごみ １６，９４８ｔ／年＊１ 

イ　埋立てるしかないごみ ９６６ｔ／年＊２ 

ウ　粗大ごみ ５８１ｔ／年 

エ　資源ごみ 

(ｱ) カン類 ２３４ｔ／年 

(ｲ) ビン類 ３４８ｔ／年 

(ｳ) ペットボトル １１４ｔ／年 

(ｴ) スプレー缶 ２３ｔ／年 

(ｵ) プラスチック類 ８９７ｔ／年 

(ｶ) 使用済小型家電 １２ｔ／年 

(ｷ) 使用済乾電池・使用済充電式電池 ２７ｔ／年 

(ｸ) 廃蛍光管 ２ｔ／年 

(ｹ) 小型金属類 １８ｔ／年 

(ｺ) 草・木類 ３７６ｔ／年 

(ｻ) 紙類 １，４８７ｔ／年 

(ｼ) 生ごみ・食用油 ０ｔ／年 

(ｽ) 古布類 ４９ｔ／年 

(ｾ) ライター １ｔ／年 

⑵　犬、猫等の死体 ４３３体／年 

⑶　し尿及び汚泥 

ア　し尿 ４，３８９kl／年 

イ　浄化槽汚泥 ４，２６０kl／年 

 

＊１　重複カウントになるため、燃やすしかないごみから、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破

砕物の見込量及びプラスチック類の選別残渣の見込量を除いている。 

＊２　重複カウントになるため、埋立てるしかないごみから、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる

破砕物及びカン類・ビン類・プラスチック類の選別残渣の見込量を除いている。 
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２　一般廃棄物の処理主体 

⑴　ごみ 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１項に規定する許可業

者〔種別／一般廃棄物（ごみ）〕大田産業㈱、㈱カンポ、南丹清掃㈱、松波商店、安田産業㈱、サ

カエ産業㈱、㈲丸加清掃、日進浄化槽センター㈱、㈲キンキ、㈱クリーンプラン 

 

⑵　し尿及び汚泥 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１項に規定する許可業

者〔種別／浄化槽汚泥〕南丹清掃㈱、日進浄化槽センター㈱ 

 

３　ごみ処理実施計画 

⑴　「美しいふるさとかめおか」を次代につなぐ活動を支援する。 

ア　ごみ減量・資源化の市民活動の支援 

(ｱ) 美化活動や環境保全活動に取り組む団体や自治会等の地域コミュニティ団体への支援 

(ｲ) 地域コミュニティなどによる集団回収や適正な分別排出の取組の支援 

(ｳ) 地域における持続可能な衛生保持の仕組みづくり 

イ　環境に配慮したイベントの推進・環境学習の充実 

(ｱ) 環境配慮型イベントの推進 

(ｲ) 大堰川・保津川をはじめとする自然環境をフィールドにした環境学習の展開 

(ｳ) 小・中学校、義務教育学校における環境教育の強化 

(ｴ) 企業と連携した環境学習の開発・展開 

(ｵ) 就学前教育やエコウォーカーキッズチャレンジプログラム等の充実・展開 

ウ　ゼロエミッションをオールかめおかで取り組むための支援 

(ｱ) 誰もがわかるごみ分別情報の提供　 

(ｲ) 環境ポスター・標語等の募集による環境意識の啓発 

(ｳ) 高齢者等ふれあい収集を通じたごみ出し支援 

エ　企業とのパートナーシップの構築 

(ｱ) 環境パートナーシップ協定の締結企業の拡大 

(ｲ) 環境パートナーシップ協定締結企業の製品・サービス等の周知・広報によるエシカル消

費の普及促進 

 種類 収集・運搬 中間処理 最終処分

 
家庭系ごみ 市（委託）、許可業者等 市（直営又は委託） 市（直営又は委託）/民間処理施設

 
事業系ごみ 許可業者等 市（直営又は委託） 市（直営又は委託）/民間処理施設

 種類 収集・運搬 中間処理 最終処分

 
し尿

(公財)環境かめおか、
南丹清掃㈱(委託) 脱水・焼却／京都中部 

クリーンセンター

残渣埋立／大阪湾広域臨海環境整備 
センター神戸沖埋立処分場及び大阪 
沖埋立処分場  

浄化槽汚泥
許可業者※下記のとお
り
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⑵　排出されるごみを徹底的に減らすため、２Ｒ（リデュース：排出抑制、リユース：再使用）

を強化する。 

ア　生活系ごみの２Ｒに向けた取組 

(ｱ) エコバッグやマイボトルの持参等による、プラスチック製レジ袋やペットボトルをはじ

めとする使い捨てプラスチックの発生抑制対策の更なる推進 

(ｲ) 家庭から排出される食品廃棄物などの減量 

(ｳ) 環境家計簿の普及拡大 

(ｴ) ごみを出さない買い物や環境にやさしい生活習慣（エシカル）の普及に向けた環境の整

備 

(ｵ) リユース交換会の実施 

イ　事業系ごみの２Ｒに向けた取組 

(ｱ) 製造・使用・排出者責任を浸透させる啓発活動 

(ｲ) 紙ごみを資源物として受け入れることの検討　 

(ｳ) 桜塚クリーンセンターにおける搬入指導の実施　 

(ｴ) 多量排出事業者の届出制度（条例制定など）の検討 

(ｵ) 事業者から排出される食品廃棄物の実態の把握 

(ｶ) 事業者から排出される食品廃棄物減量の取組 

ウ　食品ロス対策の推進 

(ｱ) 食品ロスの発生状況、発生要因の周知啓発 

(ｲ) 「食品ロス削減推進計画」に基づく施策の展開 

エ　イベントごみ対策の推進 

(ｱ) リユース食器等の利用促進 

(ｲ) テイクアウト容器の削減 

⑶　多様な資源化システムを構築する。 

ア　市民が取り組みやすい資源化システムの構築 

(ｱ) 公共施設における資源ごみ回収拠点の拡充 

(ｲ) 事業者と連携した資源ごみ回収拠点の拡充 

(ｳ) 小型家電等のイベント回収の拡充 

(ｴ) コンポストによる生ごみの減量、資源化 

イ　事業者による資源化システムの構築 

(ｱ) 事業者による古紙、古着等の資源化の拡大 

(ｲ) 事業者と連携したペットボトルの資源回収、資源循環システムの構築 

(ｳ) 事業者と連携したステンレスボトルの資源回収、資源循環システムの構築 

(ｴ) 事業者と連携したサーキュラーエコノミーによる持続可能なビジネスモデルの構築 

ウ　中間処理等の充実による資源化システムの構築 

(ｱ) 中間処理施設（民間）の活用による資源回収 

(ｲ) 埋立てごみの中間処理によるごみの減量、資源化率の向上 

(ｳ) 焼却灰のリサイクルの検討 
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エ　廃棄物の資源化・エネルギー化と脱炭素に向けた取組の促進 

(ｱ) 生ごみのバイオガス発電に向けた事業化の検討 

(ｲ) 廃棄物のエネルギー化による再生可能エネルギー導入拡大及びエネルギーの地産地消の

推進 

(ｳ) 剪定枝や落葉等のバイオマス活用の推進 

オ　分別ごみ拡大によるごみの減量・資源化の促進及び新たな分別拡大に向けた調査研究の促

進 

(ｱ) 紙類、剪定枝・落葉、小型金属類、プラスチック一括回収等の分別拡大による大幅なご

みの減量 

(ｲ) 生ごみ及び使用済み紙おむつ等の資源化に向けた事業化の検討 

(ｳ) 燃やすしかないごみ及び埋立てるしかないごみの大幅な減量を前提とした桜塚クリーン

センターの更新の可否及び広域処理、さらにはエコトピア亀岡の延命化及び域外処理の調

査・研究 

カ　経済効果を考慮した事業方式の調査研究の推進 

(ｱ) 将来の処理施設の事業化手法について、安定的な処理かつ経済効果が高い処理を実現さ

せるため、民間企業の資源・ノウハウの活用により相乗効果が期待できる「公民連携」方

式等の導入についての調査研究 

⑷　ごみの適正処理に向けた体制・仕組みを整備する。 

ア　収集・運搬体制の充実に向けた取組 

(ｱ) 安全安心な収集運搬体制の維持 

(ｲ) 収集体制等の効率化 

イ　受益者負担の適正化の取組 

(ｱ) ごみ処理手数料について、適切な仕組みとなっているかの検証や検討を引き続き実施 

ウ　適正処理困難物を適正に排出できる体制の整備 

(ｱ) 適正処理困難物に対する体制の整備 

(ｲ) 廃蛍光管や水銀体温計等有害ごみの安全な回収方法の整備 

エ　最終処分体制の充実に向けた取組 

(ｱ) 第３期大阪湾フェニックス計画への参加 

(ｲ) 最終処分場の適正な維持管理 

(ｳ) 医王谷エコトピア（旧最終処分場）の廃止確認に向けた取組 

オ　計画の着実な履行に向けた取組 

(ｱ) ごみ処理基本計画の進捗状況の点検・評価 

⑸　不法投棄対策及び災害廃棄物対策を強化する。 

ア　不法投棄に対する監視活動の強化 

(ｱ) 不法投棄に対する監視活動の強化 

(ｲ) 捜査機関などの関係機関との連携強化 

(ｳ) エコウォーカーによる新たな感覚での環境美化活動の推進 

(ｴ) アプリケーションソフトを活用したポイ捨てごみの可視化による環境美化の意識啓発 
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イ　災害廃棄物対策の点検・見直し 

(ｱ) 災害廃棄物処理計画についての点検及び見直し 

(ｲ) 災害廃棄物についての適正処理の実施（発生時） 

 

関連施設の概要 

ア　資源ごみ選別資源化施設（エコトピア亀岡内） 

〔形式及び公称能力等〕 

カン類：磁気式選別機＋プレス機（Ｃプレス　３．０ｔ／６ｈ） 

ビン類：ストックヤード（カレット）２０８．８㎥（Ｗ２４ｍ×Ｌ６ｍ×Ｈ１．４５ｍ） 

プラスチック類：ストックヤード　２２２．３９㎡ 

ペットボトル：ストックヤード　３８．９１㎡ 

使用済小型家電：ストックヤード　３２．８９㎡ 

イ　可燃性粗大ごみ破砕処理施設（エコトピア亀岡内） 

〔形式及び公称能力等〕 

磁気式選別機＋車両型２軸剪断式破砕機（４．９ｔ／５ｈ） 
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４　収集・運搬計画 

○収集・運搬量は、委託業者及び許可業者による収集量見込みの合計である。なお、それ以外に自己

による直接持込み及び災害搬入・地域清掃に伴う搬入等がある。 

〇許可業者が行う収集について、方法は「戸別」、回数は「随時」 

 種類及び区分 収集・運搬量 収集区域 収集方法 収集回数 搬入先

 

燃やすしか
ないごみ

家庭系

１０，８４４ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 週２回

桜塚ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

 
２，５００ｔ

南丹市及び 
京丹波町全域

船井郡衛
生管理組
合より 
搬入

週１回

 事業系 ５，５５２ｔ 市内全域 戸 別 随 時

 埋立てるし
かないごみ

家庭系 ８８７ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(埋立処分場)

 粗
大
ご
み

可燃性 家庭系 １１０ｔ

市内全域

戸 別 随 時
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(破砕処理施設)

 不燃性 家庭系 ３９ｔ 戸 別 随 時
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 

資 源 ご み

カン類 ２３４ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(資源化施設及び
保管施設)

 ビン類 ３４８ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 
ペットボトル １１４ｔ 市内全域

ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 拠 点 随 時 民間処理施設

 
スプレー缶 ２３ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回

ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(資源化施設及び
保管施設)

 プラスチック類 ８９７ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 週１回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 使用済小型家電 １２ｔ 市内全域 拠　点 随　時
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 使用済乾電池・
使用済充電式電
池

２７ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 廃蛍光管 ２ｔ 市内全域 拠　点 随　時 民間処理施設

 小型金属類 １８ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 草・木類 ３７６ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月１回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)

 
紙類 １，４８７ｔ

市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月１回

資源回収業者施設
 市内全域 拠 点 随 時

 古布類 ４９ｔ － 戸 別 随 時 資源回収業者施設

 ライター １ｔ 市内全域 ｽﾃｰｼｮﾝ 月２回
ｴｺﾄﾋﾟｱ亀岡 
(保管施設)
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５　中間処理計画 

○搬入される廃棄物の搬入者別内訳量欄にある「その他」は、自己による直接持込み、災害搬入・地

域清掃に伴う搬入及び粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物の見込量である。 

 

６　最終処分計画 

⑴　一般廃棄物 

○搬入される廃棄物の搬入者別内訳量欄にある「その他」は、自己による直接持込、災害搬入・地域

清掃に伴う搬入、粗大ごみ等を破砕したことにより生じる破砕物及びカン類・ビン類の選別残渣の

見込量である。 

〇不燃性粗大ごみの残渣埋立ては、三重県の民間業者に委託 

 

⑵　焼却残渣 

 

 

処理施設の概要

施 設 名 桜塚クリーンセンター

 所 在 地 亀岡市東別院町小泉桜塚６番地の６

 型　　式 連続燃焼式

 公称能力 １２０ｔ／日（６０ｔ／炉)

 

搬入される廃棄物の搬入
者別内訳量

委託業者 １０，８４４ｔ／年

 許可業者 ５，５５２ｔ／年

 船井郡衛生
管理組合

２，５００ｔ／年

 そ の 他 １，３５４ｔ／年

 残渣の量及び処分方法 ２，６６０ｔ／年（海面埋立処分）

 

最終処分場の概要

施 設 名 エコトピア亀岡

 所 在 地 亀岡市東別院町大野法華１

 埋立面積 １３，７４０㎡

 埋立容量 ７７，９２０㎥

 残余容量 １４，８３４㎥

 
搬入される廃棄物の搬入

者別内訳量

委託業者 ８７１ｔ／年

 許可業者 １６ｔ／年

 そ の 他 ９７ｔ／年

 年間埋立容量 ３，０１０㎥

 
埋立計画

埋立区域 山間埋立

 埋立方法 サンドイッチ工法、セル工法の併用

 搬入施設 民間処理施設

 搬 入 者 委託業者

 搬 入 量 ８０ｔ／年

 埋立場所 大阪湾広域臨海環境整備センター神戸沖埋立処分場及び大阪沖埋立処分場

 搬入施設 尼崎基地

 搬 入 者 委託業者

 搬 入 量 ２，６６０ｔ／年
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７　生活排水処理実施計画 

⑴　生活排水処理計画 

 

⑵　し尿・汚泥の処理計画 

ア　収集・運搬計画 

 

イ　中間処理計画 

 

 

 区　　分 処理対象区域 対象人口

 

公共下水道

亀岡地区（三宅町、東竪町、西竪町、突抜町、横町、

古世町・北古世町、京町、呉服町、旅籠町、新町、矢

田町、上矢田町・中矢田町・下矢田町、塩屋町、柳

町、本町、紺屋町・荒塚町、南郷町、西町、内丸町、

追分町、北町、安町・河原町・余部町・宇津根町・北

河原町）、大井町、千代川町、篠町、東つつじケ丘、

西つつじケ丘、南つつじケ丘、曽我部町、吉川町、薭

田野町の各一部又は全部

７１，４１７人

 特定環境保全公共下水道 保津町 ４１５人

 
農業集落排水施設

東本梅町、宮前町、本梅町、西別院町の一部（犬甘

野）、旭町、馬路町の一部、千歳町の一部、河原林町
４，３３３人

 小規模集合排水処理施設 東別院町の一部（小泉） ４９人

 浄化槽 市内全域 ４，４７１人

 その他（委託業者） 市内全域 ３７７人

 種類及び区分 収集・運搬量 収集回数 収集方法 収集区域

 し尿 委託業者 ４，３８９kl／年 月１回 戸別 市内全域

 浄化槽汚泥 許可業者 ４，２６０kl／年 随時 戸別 市内全域

 

処理施設の概要

施 設 名 京都中部クリーンセンター

 所 在 地 南丹市八木町室河原大見谷４７番地

 処理方式 膜分離高負荷脱窒素処理方式＋高度処理＋焼却

 公称能力 ９４kl／日

 搬入される廃棄物の搬入

者別内訳量

委託業者 ４，３８９kl／年

 許可業者 ４，２６０kl／年

 残渣の発生量及び処分方法 ６０ｔ（海面埋立処分）

 

処理施設の概要

施 設 名 半国浄化センター（農業集落排水処理施設）

 所 在 地 亀岡市東本梅町赤熊アリマノ１７番地２

 処理方式 オキシデーション・ディッチ方式

 公称能力 ２７６㎥／日

 脱水汚泥の発生量及び処分方法 ３６ｔ（三重県の民間業者に委託）
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ウ　最終処分計画 

 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取扱者を

次のとおり指定したので、同条第２項及び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４８

条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

　　　別紙のとおり 

 

２　指定公金事務取扱者が受託した公金事務に係る歳入等 

　　　一般廃棄物処理手数料 

 

３　指定公金事務取扱者が公金事務を受託した期間 

　　　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

４　指定公金事務取扱者を指定した日 

　　　令和８年４月１日 

 

 

 

 

 

 埋立場所 大阪湾広域臨海環境整備センター神戸沖埋立処分場及び大阪沖埋立処分場

 搬入施設 尼崎基地

 搬 入 者 委託業者

 搬 入 量 ６０ｔ／年

 搬入施設 民間処理施設

 搬 入 者 委託業者

 搬 入 量 ３６ｔ／年
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 № 名称 所在地

 1 中井商店 亀岡市余部町古城２１番地

 2 本間煙草店 亀岡市余部町中条２１番地

 3 セブン－イレブン亀岡インター東店 亀岡市余部町谷川尻２番３

 4 亀岡メンテナンス㈱ 亀岡市荒塚町２丁目４番１２号

 5 V･drug亀岡中央店 亀岡市荒塚町２丁目１１番５号

 6 南丹清掃㈱ 亀岡市荒塚町２丁目１４番１０号

 7 ㈱マツモト荒塚店 亀岡市荒塚町鍛治ケ嶋６番地

 8 畑荒物店 亀岡市内丸町２８番地

 9 セブン－イレブン亀岡駅前店 亀岡市追分町大堀５４番１

 10 加瀬たばこ店 亀岡市追分町八ノ坪９番地９

 11 ソニーショップムカイデ 亀岡市追分町馬場通２０番地１３

 12 ㈲マルセン亀岡駅前店 亀岡市追分町馬場通２１番地５

 13 セブン－イレブンハートインJR亀岡駅改札口店 亀岡市追分町谷筋１番地１

 14 ファミリーマート亀岡追分町店 亀岡市追分町藪ノ下１１番５

 15 ㈱ウエダ本社 亀岡市河原町７７番地

 16 山口電機㈱本店 亀岡市河原町１６９番地

 17 ファミリーマート亀岡河原町店 亀岡市河原町１６４番地１

 18 ㈱栄広堂 亀岡市河原町２４番地

 19 協同組合亀岡ショッピングセンターアミティ 亀岡市古世町２丁目４番１号

 20 ドラッグユタカ亀岡中央店 亀岡市古世町２丁目１３５番地

 21 ㈱スギ薬局　スギドラッグ亀岡東店 亀岡市古世町西内坪１２番地

 22 イオンリテール㈱イオン亀岡店 亀岡市古世町西内坪１０１番地

 23 セブン－イレブン亀岡中矢田店 亀岡市古世町芝原４２－１

 24 ㈲桂商店本店 亀岡市塩屋町５６番地

 25 ㈱アヤハディオ亀岡店 亀岡市下矢田町３丁目１４番１号

 26 ファミリーマート亀岡下矢田店 亀岡市下矢田町大末２番１０号

 27 ㈱サンフェステ業務スーパー亀岡店 亀岡市下矢田町２丁目２１６番６号

 28 矢田の里 亀岡市下矢田町君塚１６

 29 ㈲桂商店中矢田店 亀岡市中矢田町岸ノ上３番地３・３番地４合地

 30 ㈱マツモト中央店 亀岡市西竪町６１番地１

 31 ㈱ミゾツラ電器 亀岡市旅籠町３１番地

 32 成田米穀 亀岡市旅籠町３２番地

 33 大道建具店 亀岡市三宅町４０番地

 34 加地商店 亀岡市安町２４番地３７

 35 ㈱くらしの店丹和 亀岡市安町１７番地

 36 ㈱MG Linovation 亀岡市安町２５番地

 37 ライス＆リカー亀岡店 亀岡市東別院町鎌倉見立２４－１７８

 38 東別院町自治会 亀岡市東別院町南掛藤ケ瀬３番地１

 39 YAMANO TERRACE 亀岡市東別院町東掛一アン１５

 40 中村商店 亀岡市西別院町神地御手洗１３番地

 41 ミニストップ亀岡運動公園前店 亀岡市曽我部町穴太大塚５４番地

 42 セブン－イレブン亀岡運動公園前店 亀岡市曽我部町穴太大塚２２番地１

 43 岩本商店 亀岡市曽我部町南条竹谷１番地１８

 44 オクノ電化 亀岡市曽我部町南条竹谷２番地５１

 45 木内商店 亀岡市曽我部町南条上河原４７番地１１

 46 ファミリーマート亀岡曽我部町店 亀岡市曽我部町南条屋敷２番地１
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 47 ローソン京都先端科学大学前店 亀岡市曽我部町南条上河原１２番地１２

 48 原田商店 亀岡市曽我部町西条下千代８番地１

 49 吉川簡易郵便局 亀岡市吉川町穴川堂ノ前１番地

 50 吉川町自治会 亀岡市吉川町吉田沢６３番地

 51 魚繁石野商店 亀岡市薭田野町太田油田３番地

 52 栗山商店 亀岡市薭田野町奥条門田３６番地

 53 社会福祉法人亀岡福祉会　かめおか作業所 亀岡市薭田野町佐伯大門３０番地１

 54 ローソン亀岡ひえだの町店 亀岡市薭田野町佐伯浦亦１５番地１

 55 薭田野町自治会 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地１

 56 本梅町自治会 亀岡市本梅町井手梅原３番地

 57 中村商店 亀岡市本梅町中野清水口１７番地

 58 ファミリーマート亀岡本梅町店 亀岡市本梅町中野大向８－４

 59 かね新商店 亀岡市本梅町西加舎佃２３番地

 60 奥村商店 亀岡市本梅町東加舎大前後１３番地

 61 畑野町自治会 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地１

 62 社会福祉法人亀岡福祉会　第二かめおか作業所 亀岡市宮前町猪倉城山８番地２１

 63 森政商店 亀岡市宮前町神前上段川２８番地

 64 西田食料品店 亀岡市宮前町宮川西垣内１７番地２

 65 ファミリーマート亀岡宮前町店 亀岡市宮前町宮川稲荷１１１－３

 66 東本梅町自治会 亀岡市東本梅町赤熊蟻間野３５－１

 67 コーナン商事㈱　ホームセンターコーナン亀岡大井店 亀岡市大井町北金岐柿木原４番地１

 68 谷村たばこ店 亀岡市大井町土田２丁目１２番１７号

 69 ㈱マツモト大井店 亀岡市大井町土田２丁目１５番８号

 70 大井町自治会 亀岡市大井町土田２丁目１１番２０号　１１０号

 71 ミニストップ亀岡大井町土田店 亀岡市大井町土田３丁目５番３号

 72 シミズ薬品㈱　ダックス大井店 亀岡市大井町土田３丁目３０番１号

 73 ㈱おくむら 亀岡市大井町並河２丁目２５番２号

 74 ファミリーマート亀岡大井町店 亀岡市大井町並河２丁目２２番３号

 75 セブン－イレブン亀岡並河店 亀岡市大井町並河２丁目５番９号

 76 ㈱ユニス　セブン－イレブン亀岡大井店 亀岡市大井町並河２丁目２９番５号

 77 ㈱マツモト大井南店 亀岡市大井町並河４丁目８番地

 78 ㈱カインズ　カインズ亀岡店 亀岡市大井町並河４丁目２０番地

 79 ㈱コスモス薬品　ドラッグコスモス大井店 亀岡市大井町並河５丁目１１番地

 80 ㈱さとう　フレッシュバザール亀岡大井店 亀岡市大井町並河坂井６７番地

 81 ドラッグユタカ亀岡並河店 亀岡市大井町並河前脇３０番地

 82 ㈲プレミール　セブン－イレブン亀岡今津２丁目店 亀岡市千代川町今津２丁目４番１５号

 83 ドラッグユタカ千代川店 亀岡市千代川町小川１丁目２番地６

 84 ㈲さわだ書店 亀岡市千代川町小川２丁目１番２３号

 85 ㈱マツモト千代川店 亀岡市千代川町小川２丁目１１４番１号

 86 永梅商店 亀岡市千代川町小林北ン田６３番地

 87 ㈱サンフェステ　サンフェステ千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田７番地３

 88 ファミリーマート亀岡千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田４９番地２

 89 クスリキリン堂亀岡千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田４９番地１４

 90 ㈱さとう　フレッシュバザール亀岡千代川店 亀岡市千代川町小林北ン田４４

 91 京都生活協同組合　南丹支部 亀岡市千代川町小林北ン田１２－１

 92 浅田電気商会 亀岡市千代川町千原１丁目３番２号

 93 美馬たばこ店 亀岡市千代川町千原２丁目１０番２３号
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「掲示済」 

 

 94 ㈲橋本電機 亀岡市馬路町住吉１４番地７

 95 馬路町自治会 亀岡市馬路町流川２番地１

 96 中沢商店 亀岡市馬路町万年４２番地５

 97 ファミリーマート亀岡馬路町店 亀岡市馬路町砂取２４番地２

 98 旭町自治会 亀岡市旭町年角２５番地

 99 川勝商店 亀岡市旭町山ノ神２番地１

 100 千歳町自治会 亀岡市千歳町千歳垣根２番地３

 101 河原林町自治会 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地１

 102 吉田商店 亀岡市保津町上火無２８番地４３

 103 保津町自治会 亀岡市保津町構ノ内５３番地

 104 ファミリーマート亀岡保津町店 亀岡市保津町下大年３番５７

 105 魚政商店 亀岡市保津町宮ノ上１８番地

 106 かさや木村商店 亀岡市保津町宮ノ上１３番地

 107 タケモ㈱　タケモ商店 亀岡市保津町訳目５２番地

 108 セブン－イレブン亀岡篠町王子店 亀岡市篠町王子西山５番地１

 109 セブン－イレブン亀岡篠町馬堀店 亀岡市篠町馬堀広道６番地１

 110 ファミリーマート亀岡篠町店 亀岡市篠町馬堀広道１３－１

 111 スマイリングかめおか 亀岡市篠町馬堀南垣内２１番地３７　モールショップ馬堀内

 112 ㈱マツモトうまほり店 亀岡市篠町馬堀伊賀ノ辻８番地２

 113 ㈱スギ薬局　スギドラッグ馬堀店 亀岡市篠町馬堀伊賀ノ辻８番地５

 114 ローソン亀岡馬堀店 亀岡市篠町馬堀南垣内４３番地３

 115 とり清　中川 亀岡市篠町柏原町頭３２

 116 井内商店 亀岡市篠町篠中北裏６５番地

 117 ローソン亀岡頼政塚店 亀岡市篠町浄法寺中村２６番地１

 118 シミズ薬品㈱　ダックス亀岡店 亀岡市篠町浄法寺中村４０番地２

 119 アル・プラザ亀岡 亀岡市篠町野条上又１１番地１

 120 コーナン商事㈱　ホームセンターコーナン亀岡篠店 亀岡市篠町野条井ホラ９番地１

 121 BOOKOFF京都亀岡店 亀岡市篠町野条馬場３５－１

 122 ㈱酒井商店見晴店 亀岡市篠町見晴３丁目２番１号

 123 シミズ薬品㈱　ダックス亀岡夕日ケ丘店 亀岡市篠町夕日ケ丘４丁目１番地１

 124 山口電機㈱ つつじケ丘支店 亀岡市東つつじケ丘曙台１丁目３番２号

 125 ㈱サンフェステ業務スーパー篠店 亀岡市東つつじケ丘都台１丁目１２番１号

 126 ㈱マツモト亀岡東店 亀岡市東つつじケ丘都台３丁目２３番１号

 127 ㈲桂商店西つつじケ丘店 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目５番１号

 128 西つつじケ丘自治会 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号

 129 ㈱黒川西つつじケ丘店 亀岡市西つつじケ丘五月台１丁目２４番１号

 130 ㈲ハートピアサノ 亀岡市南つつじケ丘大葉台１丁目２０番４号

 131 リカーショップ寿屋 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目１４番１０号

 132 ドラッグユタカ亀岡南つつじケ丘店 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４４番４号

 133
京都農業協同組合　農畜産物直売所　ファーマーズ・

マーケット　たわわ朝霧
亀岡市篠町野条上又３０番地

 134 ワッツ　亀岡店 亀岡市篠町浄法寺松岡２３－３
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　亀岡市告示第５２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取

扱者を次のとおり指定したので、同条第２項及

び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）第４８条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

　名　称　　地方公共団体情報システム機構 

　所在地　　東京都千代田区一番町２５番地 

２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に

係る歳入等 

⑴　コンビニエンスストア等における証明書

の自動交付に係る証明書交付手数料の収納

事務 

⑵　地方自治法第２４３条の２第２項に規定

する次に掲げる手数料 

ア　住民票の写しの交付手数料 

イ　住民票記載事項証明書の交付手数料 

ウ　印鑑登録証明書の交付手数料 

３　指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　委託をした期間 

　　令和８年４月１日から 

　　令和９年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

　亀岡市告示第５３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　名　称　　ルミーズ株式会社 

　所在地　　長野県小諸市本町３－２－２５ 

　　　　　　菱屋本町ビル 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　行政キオスク端末におけるキャッシュレス

決済利用に係る住民票関係証明書、印鑑登録

関係証明書の交付手数料 

３　指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

　　令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 
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　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　名　称　　ブリッジ・モーション・トゥモ

ロー株式会社 

　所在地　　東京都品川区西五反田７－７－７ 

　　　　　　ＳＧスクエア７階 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　行政キオスク端末におけるキャッシュレス

決済利用に係る住民票関係証明書、印鑑登録

関係証明書の交付手数料 

３　指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

　　令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５５号 

 

　亀岡市国民健康保険料減免取扱要綱（平成　

１２年亀岡市告示第１１１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第３条第３項中「被保険者均等割額及び」を

「被保険者均等割額及び１８歳以上被保険者均

等割額並びに」に、「世帯が条例第２０条第１

項第１号又は」を「世帯が同項第１号若しく

は」に改める。 

　別表第１中「均等割額」を「均等割額及び　

１８歳以上均等割額」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５６号 

 

　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第　

４１１条第１項の規定により、固定資産課税台

帳に登録すべき固定資産の価格等の全てを登録

したので、同条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５７号 

 

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５１条の２０に規定する指定特定相談支

援事業者を次のとおり指定したので、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第５１条の３０第２項の規定により告示

する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 
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１　事業者の名称及び所在地 

特定非営利活動法人　障害・高齢者就労

支援センター 

理事長　熊本　眞知子 

亀岡市大井町土田二丁目１１番２０号 

２　事業所の名称及び所在地 

　　　相談支援事業所　ＬＩＮＫ’Ｓ 

　　　亀岡市大井町土田二丁目１１番２０号 

３　指定年月日 

　　　令和８年４月１日 

４　事業の種類 

　　　指定特定相談支援事業 

５　事業の主たる対象者 

　　　障害者 

６　事業所番号 

　　　２６３１６００５９６ 

　　　（指定特定相談支援事業） 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５８号 

 

　亀岡市高齢者等買物支援事業補助金交付要綱

（令和７年亀岡市告示第１６５号）の一部を次

のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　別記第１号様式中「車検証」を「自動車検査

証記録事項」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この要綱は、告示の日から実施する。 

　（経過措置） 

２　この要綱による改正後の亀岡市高齢者等買

物支援事業補助金交付要綱の規定は、令和８

年４月１日以降に交付申請があった補助金に

ついて適用し、令和８年３月３１日以前に交

付申請のあった補助金については、なお従前

の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第５９号 

 

　亀岡市介護予防・生活支援サービス事業実施

要綱を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市介護予防・生活支援サービ

ス事業実施要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、住民や特定非営利法人、

民間事業所等多様な団体が主体となり、地域

課題、ニーズ等の実情に応じたサービスを提

供することにより、高齢者の自立した生活環

境の維持又は向上を図るため、介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項第１号及び亀

岡市介護予防・日常生活支援総合事業実施要

綱（平成２９年亀岡市告示第３２号）に基づ

き実施する亀岡市介護予防・生活支援サービ

ス事業に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 
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　（定義） 

第２条　この要綱において使用する用語は、法、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号）、介護予防・日常生活支援総合事業

の適切かつ有効な実施を図るための指針（令

和６年厚生労働省告示第１６８号）、地域支

援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第

０６０９００１号厚生労働省老健局長通知

「地域支援事業の実施について」別紙）及び

介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラ

インについて（平成２７年６月５日老発０６

０５第５号厚生労働省老健局長通知）におい

て使用する用語の例による。 

　（事業の内容） 

第３条　事業の内容は、次に掲げるものとする。 

⑴　訪問型生活支援サービス事業　高齢者の

居宅における多様な生活上の困りごとに対

し、掃除、洗濯、買物、ごみ出し、庭の手

入れ等の多様な生活援助を行う事業をいう。 

⑵　外出サポート事業　通院等の際の送迎前

後の生活支援を行う事業をいう。 

　（事業の対象者） 

第４条　事業の対象者は、市が行う介護保険の

被保険者及び居宅要支援被保険者等に規定す

る者であって、介護予防ケアマネジメントに

基づき当該事業を利用するものとする。 

　（事業の実施主体） 

第５条　実施主体は、亀岡市介護予防・生活支

援サービス事業補助金交付要綱（令和８年亀

岡市告示第６０号）に基づき、当該補助金の

交付を受け、専任のコーディネーター等を配

置する第３条に定める事業を実施する団体

（以下「事業実施団体」という。）とする。 

　（人員及び設備の確保） 

第６条　事業実施団体は、事業の実施のために

必要な人員、設備及び備品を確保しなければ

ならない。 

　（研修等の受講） 

第７条　事業実施団体は、事業を行う者（以下

「従事者」という。）に、市が指定する適切

な対応、遵守事項等に関する知識を習得する

ための研修等を受講させ、事業を適切かつ安

全に提供するために自己研鑽に努めさせなけ

ればならない。 

　（衛生管理） 

第８条　事業実施団体は、従事者の清潔の保持

及び健康状態の管理に努めるとともに、感染

症予防に十分に配慮しなければならない。 

　（安全配慮義務） 

第９条　事業実施団体は、善良な管理者の注意

を持って、安全管理に配慮しなければならな

い。 

２　事業実施団体は、事故が発生するおそれが

ある場合、適切な措置を講じなければならな

い。 

３　事業実施団体は、事故に備え、損害賠償保

険等に加入するものとする。 

　（事故発生時の対応） 

第１０条　事業実施団体は、利用者に対する　

サービスの提供により事故が発生した場合は、

必要な措置を講じるものとし、当該利用者の

家族等に連絡を行うとともに、速やかに市長

に報告しなければならない。 

２　事業実施団体は、前項の事故の状況及び事

故に際して講じた措置について記録しなけれ

ばならない。 

３　事業実施団体は、利用者に対するサービス

の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行わなければならな

い。 

４　事業実施団体は、第１項に規定する措置を

講じる旨及びその実施方法をあらかじめ定め

ておかなければならない。 

　（事業実施団体の届出） 

第１１条　事業実施団体は、次の各号に掲げる

事業の内容を市に届け出なければならない。 
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⑴　事業実施団体の概要（名称、住所、連絡

先等） 

⑵　専任のコーディネーター 

⑶　提供内容 

⑷　提供時間 

⑸　提供範囲 

⑹　利用者が負担する費用 

⑺　その他事業に関して必要な事項 

　（事業の廃止又は休止） 

第１２条　事業実施団体は、当該事業を廃止し、

又は休止しようとするときは、その廃止又は

休止の１箇月前までに市に届け出なければな

らない。 

　（秘密保持等） 

第１３条　事業の従事者又は従事者であった者

は、正当な理由なく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の情報を漏らしてはならな

い。 

２　事業実施団体は、事業の従事者又は従事者

であった者が、正当な理由なく、その業務上

知り得た利用者又はその家族の情報を漏らす

ことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

３　事業実施団体は、利用者の個人情報を用い

る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個

人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ

らかじめ文書により得ておかなければならな

い。 

　（地域及び関係機関との連携） 

第１４条　事業実施団体は、地域との結び付き

を重視するとともに、常に地域課題、ニーズ

等の把握に努め、市、地域包括支援センター

等の関係機関と連携した運営を行うこととす

る。 

　（記録及び保存） 

第１５条　事業実施団体は、事業に関する記録

を整備し、事実が発生した日の属する年度が

終了した日から５年間保存しなければならな

い。 

２　事業実施団体は、前項に規定するもののほ

か、会計に関する記録並びに事故の状況及び

措置に関する記録を整備し、事実が発生した

日の属する年度が終了した日から５年間保存

しなければならない。 

　（その他） 

第１６条　この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第６０号 

 

　亀岡市介護予防・生活支援サービス事業補助

金交付要綱を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市介護予防・生活支援サービ

ス事業補助金交付要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、亀岡市介護予防・生活支

援サービス事業実施要綱（令和８年亀岡市告

示第５９号。以下「実施要綱」という。）の

規定に基づき、事業実施団体（実施要綱第５

条に規定する事業実施団体をいう。以下同

じ。）が行う亀岡市介護予防・生活支援サー

ビス事業（以下「事業」という。）に対し、
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亀岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市

規則第５号）及びこの要綱の定めるところに

より、予算の範囲内において、亀岡市介護予

防・生活支援サービス事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付する。 

　（補助対象者） 

第２条　補助金の交付の対象となる団体は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴　市内に活動拠点がある団体であること。 

⑵　政治活動及び宗教活動を目的としない団

体であること。 

⑶　構成員に亀岡市暴力団排除条例（平成　

２４年亀岡市条例第２４号）第２条第４号

に掲げる暴力団員等が含まれている団体又

は同条第１号に規定する暴力団若しくは同

条第４号に規定する暴力団員等と密接な関

係を有する団体でないこと。 

　（補助対象経費等） 

第３条　補助の対象経費及び補助金の額は、別

表に掲げるとおりとする。 

　（事業実施団体の登録） 

第４条　補助金の交付を受けようとする事業実

施団体（以下「申請者」という。）は、実施

要綱第１１条の規定に基づき、あらかじめ亀

岡市介護予防・生活支援サービス事業届出書

（別記第１号様式）を市長に提出し、その登

録を受けなければならない。 

２　市長は、前項の届出があったときは、その

内容を審査し、登録するものとする。 

３　申請者は、登録内容を変更するときは、そ

の旨を市長に届け出なければならない。 

　（補助金の交付申請及び実績報告） 

第５条　前条の規定により登録を受けた申請者

は、事業実績に基づき、当月における実施状

況を取りまとめ、翌月１０日までに次の各号

に掲げる書類を提出しなければならない。 

⑴　亀岡市介護予防・生活支援サービス事業

補助金交付申請書兼実績報告書（別記第２

号様式） 

⑵　亀岡市介護予防・生活支援サービス事業

提供実績票（別記第３号様式） 

⑶　亀岡市介護予防・生活支援サービス事業

提供確認票（別記第４号様式） 

　（補助金の交付決定及び補助金額の確定） 

第６条　市長は、前条に規定する書類の提出が

あったときは、その内容を審査し、補助金の

交付の可否を亀岡市介護予防・生活支援サー

ビス事業補助金交付（不交付）決定兼確定通

知書（別記第５号様式）により、申請者に通

知するものとする。 

　（補助金の交付） 

第７条　申請者は、前条の規定により補助金の

交付決定の通知を受けたときは、亀岡市介護

予防・生活支援サービス事業補助金交付請求

書（別記第６号様式）を市長に提出し、補助

金の交付を受けるものとする。 

　（補助対象事業の経理等） 

第８条　申請者は、当該事業に関する帳簿を備

え、その収入額及び支出額を記載するととも

に、その内容を証する書類を整備及び保管し

なければならない。 

２　前項に規定する帳簿及び証拠書類の保管期

間は、事業の完了した日の属する年度の翌年

度から起算して５年間とする。 

　（その他） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な

事項は、市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別表、別記様式　省略】 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第６１号 

 

　亀岡市介護予防・日常生活支援総合事業実施

要綱（平成２９年亀岡市告示第３２号）の一部

を次のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第２条中「平成２７年厚生労働省告示第　　

１９８号」を「令和６年厚生労働省告示第　　

１６８号」に改める。 

　第３条第１号ア中 

「介護予防訪問介護相当サービス事業」を 

「介護予防訪問介護相当サービス事業 

　訪問型サービス・活動Ｂ事業 

　訪問型サービス・活動Ｄ事業　　　」に改め、

同号中ウを削り、エをウとする。 

　第５条第１項中第４号を第６号とし、第３号

を第５号とし、第２号を第４号とし、第１号の

次に次の２号を加える。 

⑵　訪問型サービス・活動Ｂ事業　１００分

の１００ 

⑶　訪問型サービス・活動Ｄ事業　１００分

の１００ 

　第５条第２項及び第３項中「第２号」を「第

４号」に改める。 

　別表第１介護予防・生活支援サービス事業の

部を次のように改める。 
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　別表第１中 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

を 

 介護

予

防・

生活

支援

サー

ビス

事業

介護予防訪

問介護相当

サービス事

業

要支援者及び事業

対象者のうち、介

護予防ケアマネジ

メントで事業の利

用が必要である者

指定事業者 地域における医療及び介護の総合的

な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律（平成２６年法

律第８３号）第５条による改正前の

法（以下「旧法」という。）の介護

予防訪問介護に相当するサービス

 訪問型サー

ビス・活動

Ｂ事業

ＮＰＯ、ボ

ランティア

等住民組織

省令第１４０条の６２の３第１項第

２号の規定に基づき実施するサービ

ス

 訪問型サー

ビス・活動

Ｄ事業

ＮＰＯ、ボ

ランティア

等住民組織

省令第１４０条の６２の３第１項第

２号の規定に基づき、移動支援や移

送前後の生活支援のみを行うサービ

ス

 介護予防通

所介護相当

サービス事

業

指定事業者 旧法の介護予防通所介護に相当する

サービス

 介護予防ケ

アマネジメ

ント事業

要支援者（法第８

条の２に規定する

介護予防サービス

を利用するため法

第５８条に規定す

る指定介護予防支

援を受けている者

を除く。）及び事

業対象者

地域包括支

援センター

要支援者及び事業対象者に対しケア

マネジメントを実施するサービス

 自治組織及

び委託事業

者

生きがいづくりの一環として、日常生活動作訓練や趣味活動が

行える交流の場の提供を行う事業。また、囲碁セミナーと併せ

介護予防の知識普及啓発事業を実施する事業。

 ＮＰＯ、ボ

ランティア

等市民組織

高齢者の経験や知識を活かし地域のふるさと力向上の促進と自

身の生きがい、社会参加を促進する事業を行った場合の助成。

また、住民主体の自主活動により高齢者を中心とした「居場

所」を地域に設け、社会参加、介護予防に寄与する活動を行っ

た場合の助成。

 市 本市で行う介護予防事業、地域に住まう高齢者の状況等を総合

的に判断するため、大学等専門機関により、より効果的な介護

予防事業を実施するための評価を行う事業。
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「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

に改める。 

　別表第２及び別表第３を次のように改める。 

別表第２（第４条関係） 

 

 自治組織及

び委託事業

者

生きがいづくりの一環として、日常生活動作訓練や趣味活動が

行える交流の場の提供を行う事業及び囲碁セミナーと併せ介護

予防の知識普及啓発事業を実施する事業

 ＮＰＯ、ボ

ランティア

等住民組織

及び市

高齢者が誰でも参加できる介護予防活動の地域展開を目指し

て、介護予防に資する住民主体の通いの場等の活動への支援や

社会参加を促すボランティア活動へのポイント付与を実施する

事業

 市 本市で行う介護予防事業、地域に住まう高齢者の状況等を総合

的に判断するため、大学等専門機関により、より効果的な介護

予防事業を実施するための評価を行う事業

 事業 単位数 １単位の単価

 介護予防 

・生活支

援サービ

ス事業

介護予防訪問介護相

当サービス事業

通知別添１

に定める単

位数

１０円に厚生労働大臣が定める１単

位の単価（平成２７年厚生労働省告

示第９３号。以下「単価告示」とい

う。）に定める亀岡市の地域区分に

おける訪問介護の割合を乗じて得た

額

 介護予防通所介護相

当サービス事業

１０円に単価告示に定める亀岡市の

地域区分における通所介護の割合を

乗じて得た額

 介護予防

ケアマネ

ジメント

事業

ケアマネ

ジメント

Ａ

１０円に単価告示に定める亀岡市の

地域区分における介護予防支援の割

合を乗じて得た額

 ケアマネ

ジメント

Ｃ

４００単位

（初回加算

３ ０ ０ 単

位）
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別表第３（第８条関係） 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第６２号 

 

　亀岡市妊産婦健診及び新生児聴覚検査費用助成要綱（平成２０年亀岡市告示第５３号）の一部を

次のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第３条を次のように改める。 

　（実施機関） 

第３条　妊産婦健診及び新生児聴覚検査の実施機関は、医療機関、助産院、出張開業助産師等とす

る。 

　第４条第１項中「亀岡市」を「当該健診を受診した妊産婦であって、当該健診時に亀岡市内」に

改め、同条第２項を次のように改める。 

 事業 利用料

 介護予防 

・生活支

援サービ

ス事業

介護予防訪問介護相当

サービス事業

当該事業に要した費用の額から第５条第１項の

規定により支給される第１号事業支給費の額を

控除した額

 訪問型サービス・活動

Ｂ事業

事業実施団体の設定による

 訪問型サービス・活動

Ｄ事業

 介護予防通所介護相当

サービス事業

当該事業に要した費用の額から第５条第１項の

規定により支給される第１号事業支給費の額を

控除した額

 介護予防ケアマネジメ

ント事業

負担なし
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２　新生児聴覚検査に係る助成を受けることができる者は、新生児聴覚検査を受診した新生児の保

護者であって、当該検査時に当該新生児が亀岡市内に住所を有する者（住所を有する予定である

場合を含む。）とする。ただし、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定又は「生活に

困窮する外国人に対する生活保護の措置について」（昭和２９年社発第３８２号厚生省社会局長

通知）に基づく出産扶助を受けるものを除く。 

　第４条に次の１項を加える。 

３　前各項の規定にかかわらず、市長が特別な理由があると認める場合は、当該妊産婦及び新生児

の保護者を助成の対象とすることができる。 

　第７条第２項中「妊産婦が委託医療機関又は委託助産院等」の次に「（市長が事業の実施を委託

した医療機関又は助産院及び出張開業助産師をいう。以下同じ。）」を加え、同条第４項中「委託

医療機関又は委託助産院等以外」の次に「の医療機関、助産院等」を加え、「医療機関又は助産院

等」を「当該医療機関又は助産院等」に改める。 

　別表第１基本健診（問診、診察、体重測定、血圧測定、尿検査、保健指導）の項中「４，７６０

円」を「４，８３０円」に、「６６，６４０円」を「６７，６２０円」に改め、同表多胎基本健診

の項中「４，７６０円」を「４，８３０円」に、「２８，５６０円」を「２８，９８０円」に改め、

同表血液検査(血液型)の項中「４８０円」を「７８０円」に改め、同表合計の項中　　　　　　

「１６８，４９０円」を「１７０，１９０円」に改める。 

　別記第１号様式の２中 

「 

」 

を 

「 

」 

に改める。 

 
保護者氏名

生年 

月日

昭和 

平成　　年　月　日

 
住　　　所 交付番号

 
出　産　日 年　　　月　　　日

 
保護者氏名

保護者 

生年月日
年　月　日

 
住　　　所 亀岡市 交付番号

 
児　氏　名 児生年月日 年　月　日
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　別記第２号様式中「４，７６０」を「４，８３０」に、「４８０」を「７８０」に改め、 

「 

受診者　　　〒 

　　　　住所　亀岡市　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　 

　　　　氏名　　　　　　　　　　生年月日　　　　　年　　月　　日　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

を 

「 

妊産婦健診　　〒 

　受診者　住所　亀岡市　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　 

　　　　　氏名　　　　　　　　　　生年月日　　　　　年　　月　　日　 

新生児聴覚検査　　〒 

　受診者　住所　亀岡市　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　氏名　　　　　　　　　　生年月日　　　　　年　　月　　日　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この要綱は、告示の日から実施する。 

　（経過措置） 

２　この要綱による改正後の亀岡市妊産婦健診及び新生児聴覚検査費用助成要綱の規定は、この要

綱の実施の日以後に受診した妊産婦健診又は新生児聴覚検査に係る助成について適用し、同日前

に受診した妊産婦健診又は新生児聴覚検査に係る助成については、なお従前の例による。 

３　この告示の実施の際現にあるこの告示による改正前の様式（次項において「旧様式」とい

う。）により使用されている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

４　この告示の実施の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用

することができる。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第６３号 

 

　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５４条の３において準用する第５３条第１

号に基づき、特定乳児等通園支援事業者の確認について告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市特定乳児等通園支援事業者一覧 

「掲示済」 

 No. 事業者の名称 実施園 事業所の所在地 確認年月日
 
 

１

学校法人 
みどり学園

安町幼稚園乳児等通
園支援事業所

亀岡市安町小屋場３１番地

令和８年３月３１日

 
２

どんぐり乳児等通園
支援事業所 
（安町幼稚園内）

 
３

学校法人 
公化学園

千代川幼稚園乳児等
通園支援事業所

亀岡市千代川町小川３丁目
５番１１号

 
４

学校法人 
成光学園

ひかり幼稚園乳児等
通園支援事業所

亀岡市西つつじケ丘霧島台
２丁目３番１５４号

 
５

小規模保育さくらん
ぼ乳児等通園支援事
業所 
（ひかり幼稚園内）

 
６

特定非営利活動
法人亀岡子育て
ネットワーク

一時保育あったかｒ
ｏｏｍりとっぽ乳児
等通園支援事業所

亀岡市追分町谷筋３７番地
２１

 
７

亀岡市

川東保育所乳児等通
園支援事業所

亀岡市馬路町流川３０番地
１

 
８

中部保育所乳児等通
園支援事業所

亀岡市曽我部町穴太川原口
３４番地１

 
９

東部保育所乳児等通
園支援事業所

亀岡市篠町野条下川１番地

 
１０

第六保育所乳児等通
園支援事業所

亀岡市北河原町１丁目１番
１号

 
１１

本梅こども園乳児等
通園支援事業所

亀岡市本梅町井手早田垣内
１３番地２

 
１２

森の自然こども園東
本梅乳児等通園支援
事業所

亀岡市東本梅町東大谷生子
田６９

 
１３

山の自然こども園別
院乳児等通園支援事
業所

亀岡市東別院町南掛正之垣
内１０番地

 
１４

保津こども園乳児等
通園支援事業所

亀岡市保津町六條口５４番
地２２
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　亀岡市告示第６４号 

 

市道路線の認定に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道の路線を次のように認定する。 

　その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

認定告示をする路線 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第６５号 

 

市道路線の変更に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定に基づき、次の市道の路線を変更す

る。 

　その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

 
路線番号 路　　線　　名

 起　　　　　　　　　点  

 終　　　　　　　　　点

 
01344 北 古 世 ９ 号 線

亀岡市北古世町２丁目１０６番１０先  

 亀岡市北古世町２丁目１０６番２１先

 
12178 明 晴 ２ ５ 号 線

亀岡市千代川町明晴１丁目３番３８先  

 亀岡市千代川町明晴１丁目３番５２先

 
12179 今 津 ２ 丁 目 ４ 号 線

亀岡市千代川町今津２丁目５８番３先  

 亀岡市千代川町今津２丁目５８番１先

 
12180 千 代 川 自 由 通 路 線

亀岡市千代川町今津１丁目１１７番１０先  

 亀岡市千代川町今津２丁目６０番１先

 
15069 横 井 線

亀岡市千歳町千歳横井１２番先  

 亀岡市千歳町千歳横井７番先
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

変更告示をする路線 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第６６号 

 

市道路線の廃止に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に基づき、次の市道の路線を廃止す

る。 

　その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

廃止告示をする路線 

「掲示済」 

 
路線番号 路　　線　　名

起　　　　　　　　　点  

 終　　　　　　　　　点

 

12028 北 ノ 庄 学 校 線

変
更
前

亀岡市千代川町千原１丁目３３番１先  

 亀岡市千代川町北ノ庄桑寺３番３先

 変
更
後

亀岡市千代川町千原１丁目３３番１先  

 亀岡市千代川町北ノ庄下河原１３番１先

 

12074 千 代 川 側 道 ３ 号 線

変
更
前

亀岡市千代川町湯井南筋７１・７２番合先  

 亀岡市千代川町北ノ庄貝ノ庄１番１先

 変
更
後

亀岡市千代川町北ノ庄貝ノ庄２番１先  

 亀岡市千代川町湯井南筋７１・７２番合先

 
路線番号 路　　線　　名

 起　　　　　　　　　点  

 終　　　　　　　　　点

 
12051 植 田 神 田 線

亀岡市千代川町小林植田１０９番先  

 亀岡市千代川町小林神田５番先
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　亀岡市告示第６７号 

 

市道路線の区域に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように

決定する。 

　なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、令和８年４月１日から令

和８年４月１５日まで一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

区域告示をする路線 

 

「掲示済」 

 
路線番号 路　　線　　名

 
起　　　　　　　　点  

延　長 下限及び上限
最小幅員

 終　　　　　　　　点 最大幅員

 
01344 北 古 世 ９ 号 線

 亀岡市北古世町２丁目１０６番１０先  
157.165m －

6.00m

 亀岡市北古世町２丁目１０６番２１先 6.00m

 
12178 明 晴 ２ ５ 号 線

 亀岡市千代川町明晴１丁目３番３８先  
178.08m －

6.01m

 亀岡市千代川町明晴１丁目３番５２先 6.01m

 
12179 今津２丁目４号線

 亀岡市千代川町今津２丁目５８番３先  
114.75m －

6.00m

 亀岡市千代川町今津２丁目５８番１先 6.00m

 
12180 千代川自由通路線

 亀岡市千代川町今津１丁目１１７番１０先  
95.17m

標高 
98.57ｍから 
110.88ｍまで

2.31m

 亀岡市千代川町今津２丁目６０番１先 6.84m

 
15069 横 井 線

 亀岡市千歳町千歳横井１２番先  
207.40m －

4.00m

 亀岡市千歳町千歳横井７番先 4.00m

 
12028 北 ノ 庄 学 校 線

 亀岡市千代川町千原１丁目３３番１先  
336.26m －

1.80m

 亀岡市千代川町北ノ庄下河原１３番１先 5.49m

 
12074 千代川側道３号線

 亀岡市千代川町北ノ庄貝ノ庄２番１先  
987.21m －

4.00m

 亀岡市千代川町湯井南筋７１・７２番合先 7.67m
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　亀岡市告示第６８号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

　なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において令和８年４月１日から令和

８年４月１５日まで一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　路線番号　　　１７０４２ 

２　路 線 名　　　保津１１号線 

３　道路の変更区域 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第６９号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を令和８年４月

１日から供用開始する。 

　なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、令和８年４月１日から令

和８年４月１５日まで一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

 
変　更　区　間

変　更 
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延　　長

備　　考
 変更区間最大幅員

 
亀岡市保津町弐番２９番１先から 

亀岡市保津町弐番２９番７先まで
前

9.00ｍ
24.97ｍ

変更後路線幅員 

最小　6.00ｍ 

最大 12.41ｍ 

変更後路線延長 

　　　　156.66ｍ

 12.16ｍ

 
亀岡市保津町弐番２９番１先から 

亀岡市保津町弐番２９番７先まで
後

9.00ｍ
24.97ｍ

 9.00ｍ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

 

「掲示済」 

 

 
路線番号 路　　線　　名

 起　　　　　　　　点  
延　長

最小幅員

 終　　　　　　　　点 最大幅員

 
01344 北 古 世 ９ 号 線

 亀岡市北古世町２丁目１０６番１０先  
157.165m

6.00m

 亀岡市北古世町２丁目１０６番２１先 6.00m

 
12178 明 晴 ２ ５ 号 線

 亀岡市千代川町明晴１丁目３番３８先  
178.08m

6.01m

 亀岡市千代川町明晴１丁目３番５２先 6.01m

 
12179 今津２丁目４号線

 亀岡市千代川町今津２丁目５８番３先  
114.75m

6.00m

 亀岡市千代川町今津２丁目５８番１先 6.00m

 
12028 北 ノ 庄 学 校 線

 亀岡市千代川町千原１丁目３３番１先  
336.26m

1.80m

 亀岡市千代川町北ノ庄下河原１３番１先 5.49m

 
12074 千代川側道３号線

 亀岡市千代川町北ノ庄貝ノ庄２番１先  
987.21m

4.00m

 亀岡市千代川町湯井南筋７１・７２番合先 7.67m

 
12143 小 林 ３ 号 線

 亀岡市千代川町高野林腰前６番１先  
110.00m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目７番９先 6.00m

 
12154 明 晴 ３ 号 線

 亀岡市千代川町明晴２丁目４番３先  
115.78m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目６番４先 6.00m

 
12155 明 晴 ４ 号 線

 亀岡市千代川町明晴２丁目６番１先  
48.50m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目５番５先 6.00m

 
12156 明 晴 ５ 号 線

 亀岡市千代川町明晴２丁目６番７先  
158.01m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目９番２先 6.00m

 
12157 明 晴 ６ 号 線

 亀岡市千代川町明晴２丁目９番８先  
60.92m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目８番５先 6.00m

 
12158 明 晴 ７ 号 線

 亀岡市千代川町明晴２丁目８番１０先  
70.45m

6.00m

 亀岡市千代川町明晴２丁目７番７先 6.00m

 
17042 保 津 １ １ 号 線

 亀岡市保津町弐番２９番５先  
24.97m

9.00m

 亀岡市保津町弐番２９番７先 9.00m
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　亀岡市告示第７０号 

 

　亀岡市新婚世帯等支援事業補助金交付要綱

（令和３年亀岡市告示第５７号）の一部を次の

ように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第３条に次の１号を加える。 

⑹　夫婦又はパートナーシップ関係にある者

の双方が、補助金の申請年度中に次のいず

れかを実施すること。 

ア　ライフデザイン支援講座の受講（乳幼

児とふれあう体験や子育て世帯との意見

交換を含む。） 

イ　プレコンセプションケアに関する講座

の受講 

ウ　医療機関への妊娠又は出産に関する相

談 

エ　共家事・共育て講座の受講 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第７１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　名　称　　株式会社メルペイ 

　所在地　　東京都港区六本木６－１０－１ 

　　　　　　六本木ヒルズ森タワー 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　　物品売払収入 

３　指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　指定の期日 

　　令和９年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第７２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２４３条の２第１項に規定する指定公金事務取

扱者を次のとおり指定したので、同条第２項及

び亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）第４８条第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

　名　称　　一般社団法人　亀岡市観光協会 

　所在地　　京都府亀岡市追分町谷筋２５番地 

　　　　　　３０ 

２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に

係る歳入等 

　　駐車場使用料 
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３　指定公金事務取扱者に指定をした日 

　　令和８年４月１日 

４　委託期間 

　　令和８年４月１日から 

　　令和９年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第７３号 

 

　亀岡市在宅知的障害者紙おむつ等給付事業実

施要綱を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市在宅知的障害者紙おむつ等

給付事業実施要綱 

 

　（目的） 

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７７条に規定する地域生活支援事業

として、排泄の意思表示が困難である知的障

害者が自立した日常生活を容易に営むことが

できるよう、紙おむつ、おむつカバー、尿取

りパッド、おしり拭き（以下「紙おむつ等」

という。）を給付することにより、日常生活

の便宜を図り、その福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする。 

　（紙おむつ等の種目及び給付の対象者等） 

第２条　紙おむつ等は、給付することとし、別

表の種目欄に掲げるものとする。 

２　給付の対象者は、市内に居住する在宅生活

者であり、別表の対象者欄に掲げる者とする。

ただし、前項の種目について、他の制度によ

り現物又は現金による給付を受けている場合

は、給付の対象者としない。なお、市長が特

に必要と認めたときは、この限りでない。 

　（給付の申請） 

第３条　紙おむつ等の給付を受けようとする者

又はその家族等（以下「申請者」という。）

は、紙おむつ等を購入する前に亀岡市在宅知

的障害者紙おむつ等給付申請書（別記第１号

様式）を市長に提出するものとする。 

２　前項の申請書には、療育手帳制度要綱（昭

和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

に基づく療育手帳の写し、亀岡市在宅知的障

害者紙おむつ等給付医師意見書（別記第２号

様式。以下「意見書」という。）及び見積書

を添付しなければならない。ただし、意見書

にあっては、初回申請時に限り提出するもの

とする。 

　（給付の決定及び通知） 

第４条　市長は、前条の規定による申請を受け

たときは、その内容を審査し、紙おむつ等の

給付の適否を決定する。 

２　市長は、前項の規定により紙おむつ等の給

付を決定したときは、亀岡市在宅知的障害者

紙おむつ等給付決定通知書（別記第３号様式。

以下「決定通知書」という。）及び亀岡市在

宅知的障害者紙おむつ等給付券（別記第４号

様式。以下「給付券」という。）を、給付申

請の却下を決定したときは、亀岡市在宅知的

障害者紙おむつ等給付却下決定通知書（別記

第５号様式）を申請者に交付するものとする。 

　（紙おむつ等の納品） 

第５条　納入業者は、給付決定を受けた者（以

下「受給者」という。）から前条第２項に規

定する決定通知書の提示を受けて紙おむつ等

を納品し、受給者は、給付券に必要事項を記

載し納入業者に提出するものとする。 
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　（費用の負担） 

第６条　受給者は、別表に規定する上限額を超

えて紙おむつ等を購入するときは、当該上限

額を超えた差額分について、直接納入業者に

支払うものとする。 

　（費用の請求） 

第７条　納入業者は、費用を市に請求するとき

は、納入日等必要事項を記載した給付券を添

付するものとする。 

　（給付費用の返還） 

第８条　市長は、受給者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、紙おむつ等の給

付に要した費用の一部又は全部を返還させる

ことができる。 

⑴　給付された紙おむつ等を給付目的に反し

て使用したとき。 

⑵　偽りその他不正な手段によって、又は第

２条に規定する給付の対象者でなくなった

後に紙おむつ等の給付を受けたとき。 

⑶　給付された紙おむつ等を譲渡し、又は担

保に供したとき。 

　（給付台帳の整備） 

第９条　市長は、紙おむつ等の給付の状況を明

確にするため、亀岡市在宅知的障害者紙おむ

つ等給付台帳（別記第６号様式）を整備する

ものとする。 

　（その他） 

第１０条　この要綱に定めるもののほか、事業

の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、令和８年６月１日から実施する。 

 

【別表、別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

　亀岡市告示第７４号 

 

　亀岡市相談支援従事者研修助成金交付要綱を

次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市相談支援従事者研修助成金

交付要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　市長は、特定指定相談支援事業者及び

障害児相談支援事業者の相談支援専門員の育

成及び確保を推進し、相談支援体制の整備を

図るため、相談支援事業従事者研修に係る費

用の一部に対し、亀岡市補助金等交付規則

（昭和４１年亀岡市規則第５号）及びこの要

綱の定めるところにより、予算の範囲内にお

いて亀岡市相談支援従事者研修助成金（以下

「助成金」という。）を交付する。 

　（対象者） 

第２条　助成金の交付の対象となる者は、申請

時点において、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

⑴　亀岡市内の障害福祉サービス事業所又は

障害児通所支援事業所に勤務する者 

⑵　事業所の所在地が亀岡市内にある障害福

祉サービス事業所又は障害児通所支援事業

所に勤務する者が受講した研修に係る費用

を支払った法人又は事業所 

　（対象経費） 

第３条　助成金の対象となる経費（以下「対象

経費」という。）は、相談支援従事者研修事

業実施要綱（平成１８年４月２１日付け障発

第０４２１００１号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知「相談支援従事者研修
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事業の実施について」別紙）別表１及び別表

２に定める研修（修了したものに限る。）

（以下「研修等」という。）に係る費用とす

る。 

　（助成金の額） 

第４条　助成金の額は、研修等１件につき対象

経費の実支出額（他の制度により、対象経費

に対する助成を受ける場合は、当該助成額を

控除した額）に２分の１を乗じて得た額　

（１，０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額）とする。 

　（交付の申請） 

第５条　助成金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、研修等の修了日

から起算して１年以内に亀岡市相談支援従事

者研修助成金交付申請書（別記第１号様式。

以下「申請書」という。）に次の各号に掲げ

る書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

⑴　研修等の修了又は受講を確認できる書類

等の写し 

⑵　対象経費を支払ったことを確認できる書

類等の写し 

⑶　申請者が第２条第１号に該当する者であ

る場合は、亀岡市内の障害福祉サービス事

業所及び障害児通所支援事業所に現に勤務

していることを確認できるもの 

　（交付決定及び通知） 

第６条　市長は、前条に規定する申請書の提出

を受けたときは、その内容を審査の上、助成

金の交付の可否を決定し、亀岡市相談支援従

事者研修助成金交付（不交付）決定通知書

（別記第２号様式）により、申請者に通知す

るものとする。 

　（請求及び交付） 

第７条　申請者は、前条の規定による交付決定

通知を受けたときは、請求書を市長に提出す

るものとする。 

２　市長は、前項の規定による請求を受けたと

きは、申請者に対し、速やかに助成金を交付

するものとする。 

　（交付決定の取消し等） 

第８条　市長は、申請者が虚偽の申請その他不

正な手段により助成金の交付決定を受けたと

きは、助成金の交付決定を取り消し、既に交

付した助成金があるときは、期限を定めて当

該助成金の全部又は一部を返還させることが

できる。 

　（その他） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、助成金

の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施し、令和８年

度以降に実施される研修から適用する。 

 

【別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第７５号 

 

　軽自動車税（種別割）納税証明書の有効期限

に関する要綱（令和４年亀岡市告示第３４号）

の一部を次のように改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 
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　題名を次のように改める。 

　　　軽自動車税納税証明書の有効期限に関す

る要綱 

　第１条及び第２条中「軽自動車税（種別

割）」を「軽自動車税」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第７６号 

 

　亀岡市税等口座振替収納事務取扱要綱（昭和

４７年亀岡市告示第１８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第２条第１項中「軽自動車税（種別割）」を

「軽自動車税」に改める。 

　別記第１号様式（表面）及び別記第２号様式

（表面）中「軽自動車税（種別割）」を「軽自

動車税」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

　亀岡市告示第７７号 

 

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第５１条の２０に規定する指定特定相談支

援事業者及び児童福祉法（昭和２２年法律第　

１６４号）第２４条の２８に規定する指定障害

児相談支援事業者の所在地を次のとおり変更し

たので、亀岡市指定特定相談支援事業者及び指

定障害児相談支援事業者の指定等に関する要綱

（平成２４年亀岡市告示第６５号）第４条の規

定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　事業者の名称及び所在地 

特定非営利活動法人　自宅生活応援団ぴ

かピカ 

理事長　朝戸　香織 

亀岡市曽我部町寺広畑２９番地１ 

２　事業所の名称及び所在地 

計画相談支援事業所　あかり 

亀岡市安町釜ケ前２５番地１ 

（変更前　亀岡市曽我部町寺広畑２９番

地１） 

３　変更年月日 

　　　令和８年３月１２日 

４　事業の種類 

指定特定相談支援・指定障害児相談支援 

５　事業の主たる対象者 

障害者・障害児 

６　事業所番号 

２６３１６００６０４ 

（障害者指定特定相談支援事業） 

２６７１６００２３３ 

（障害児指定特定相談支援事業） 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第７８号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

　　　令和８年４月６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類 

　　令和７年度介護保険料督促状　第９期分 

２　送達を受けるべき者 

 

３　この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 住所 氏名

 1 省略 省略

 2 省略 省略

 3 省略 省略

 4 省略 省略

 5 省略 省略

 6 省略 省略

 7 省略 省略

　亀岡市告示第７９号 

 

　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２１条第１項の規定により都市計画を変更した

ので、同条第２項の規定において準用する同法

第２０条第１項の規定により、次のとおり告示

し、同条第２項の規定により、当該都市計画の

図書を公衆の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　都市計画の種類 

南丹都市計画生産緑地地区 

２　都市計画を変更する土地の区域 

亀岡市千代川町明晴６丁目 

亀岡市篠町篠上西裏 

亀岡市篠町篠合戦野 

３　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８０号 

 

　生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第　

１０条の６第１項の規定により特定生産緑地の

指定を解除したので、同条第２項の規定におい

て準用する同法第１０条の２第４項の規定によ

り、次のとおり告示する。 

 

　　　令和８年４月６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 
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指定を解除した区域及び面積 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８１号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部税務課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば

交付する。 

　ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類 

令和７年度　市民税・府民税・森林環境税

税額変更通知書 

２　送達を受けるべき者 

　住　所　　省略 

　氏　名　　省略 

３　この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 区域 面積（㎡）

 亀岡市千代川町明晴6丁目3番4 925

 亀岡市篠町篠上西裏25番 866

 亀岡市篠町篠上西裏26番 1,094

 亀岡市篠町篠合戦野8番 515

 4筆 3,400
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　亀岡市告示第８２号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

　ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１４日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類等 

 
送達する書類

送達を受けるべき者

 住　　所 氏　　名

 
1

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
2

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
3

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
4 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
5

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
6 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
7 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
8 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
9 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
10 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
11 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
12 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
13 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
14 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
15 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
16 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略
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２　この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８３号 

 

　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項に規定する特定子ど

も・子育て支援施設等として、同法第５８条の２に基づき次のとおり確認をしたので、同法第５８

条の１１の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

 
17 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
18 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
19 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
20 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
21 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
22 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
23 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
24 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
25 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
26 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
27 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
28 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略

 
29 督促状

令和7年度 
第9期

国民健康保険料 省略 省略
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１　特定子ども・子育て支援施設等確認一覧 

※一定の基準とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２８条の　

２０第３項に定めるもの。 

 

２　特定子ども・子育て支援施設等廃止一覧 

 

「掲示済」 

 

 
提供者の氏名 
又は名称

施設等の名称 所在地
確　認 
年月日

施設等の種類

預かり保育事業

については、一

定の基準※を満

たしているか否

かの別

 学校法人 
寿光学園

幼稚園型認定こど

も園 
篠村幼稚園

亀岡市篠町篠上中筋47 
-2

令和8年 
4月1日

預かり保育 －

 提供者の氏名 
又は名称

施設等の名称 所在地
廃　止 
年月日

施設等の種類

 学校法人 
寿光学園

篠村幼稚園 亀岡市篠町篠上中筋47 
-2

令和8年 
3月31日

預かり保育
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　亀岡市告示第８４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「西竪町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　鈴木　顕道 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８５号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「柳町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　高橋　武司 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「大井町かすみケ丘区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　森田　　潔 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第８７号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「千歳町国分区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　片山　敏哉 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８８号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「横町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　平林　礼子 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第８９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「曽我部町春日部区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　和田　敏宏 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第９０号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「千代川町今津区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　古田　千鶴 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月５日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「河原林町勝林島下島区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　八木　賢一 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「河原林町河原尻高野区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　湯浅　晴之 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第９３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「保津町第６区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　伊津　節夫 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「宮前町猪倉区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　小畑　充弘 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９５号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「曽我部町重利区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　桂　　良彦 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第９６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「千歳町小口区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　平野　哲也 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９７号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「北古世町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　⑴　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　湊　　英紀 

　⑵　主たる事務所所在地 

　　　省略 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　任期満了に伴う代表者及び事務所所在地

の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第９８号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「池尻区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　名倉　弘幸 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第９９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「保津町第七区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　大西　剛秀 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１００号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「宮川区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　森　　敦司 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１０１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「塩屋町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　前田　泰孝 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１０２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「篠町森区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　中川　重夫 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１０３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「バードヴィレッジ自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　白倉　亜矢子 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１０４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１項の地縁による団体の認可を

したので、同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

認可を行った地縁による団体 

 

１　名　称　　野条区 

２　規約に定める目的 

本会は、次に掲げるような地域的な共同活

動を行うことにより、会員相互の親睦及び区

内の諸団体との協力・協調のもとに会員の福

祉の増進、生活環境の整備、防災等に努める

とともに、篠町自治会との協議・協力を図り、

会員のための地域づくり（まちづくり）を行

うことを目的とする。 

⑴　会員相互の親睦に関すること。 

⑵　伝統文化の保存及び発展に関すること。 

⑶　美化・清掃等区域内の環境の整備 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

⑷　会員の福利厚生に関すること。 

⑸　所有する資産又は受託した施設の管理運

営に関すること。 

⑹　区内外の団体及び行政との連携・協議・

協力・連絡に関すること。 

⑺　地域づくり計画の策定・実践・評価に関

すること。 

⑻　前各号に掲げるもののほか、目的の達成

に関すること。 

３　区　域 

　　篠町見晴１丁目１４－９ 

　　篠町見晴６丁目１３－６ 

　　篠町広田３丁目２２－６ 

　　篠町篠観音芝９－４８ 

　　篠町篠下西裏１～６０番地 

　　篠町篠合戦野１－２５ 

　　篠町森上垣内２３－２ 

　　篠町柏原宇津ノ辺１～３９番地 

　　篠町野条イカノ辻南１～１１２番地 

　　篠町野条イカノ辻北１～１００番地 

　　篠町野条井ホラ１－１ 

　　篠町野条下川１～６５番地 

　　篠町野条馬場前３２ 

　　東つつじケ丘曙台２丁目１－１－３ 

　　東つつじケ丘曙台３丁目８－２４ 

　　篠町馬堀南垣内１～４３番地 

　　篠町馬堀伊賀ノ辻１～３４番地 

　　篠町馬堀向端１～３４番地 

　　篠町馬堀広道９ 

　　篠町馬堀池ノ下１～５７番地 

４　主たる事務所　　 

　　亀岡市篠町野条イカノ辻北１０番地１ 

５　代表者の氏名及び住所 

　　氏　名　木曽　利廣 

　　住　所　省略 

６　裁判所による代表者の職務執行の停止の有

無及び職務代行者の選任の有無 

無 

７　代理人の有無 

　　有 

８　規約に定める解散の事由 

　地方自治法第２６０条の２０の規定により

解散する。 

９　認可年月日　　令和８年４月１５日 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１０５号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在不明又は外国においてすべき送達が困難であるため、亀

岡市市民生活部税務課において保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

　ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２０日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類等 

 

２　この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 
送達する書類

送達を受けるべき者

 住所 氏名

 
1

令和7年度　督促状 
市府民税　随1期 省略 省略

 
2

令和7年度　督促状 
市府民税　第2期 省略 省略

 
3

令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 
4

令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１０６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「曽我部町西条区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　原田　英嗣 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１０７号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「神前区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　小林　幸男 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１０８号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「本梅町グリーンタウン区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　村上　信夫 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１０９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「薭田野町下佐伯区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　大石　栄一 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１０号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「薭田野町柿花区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　稲荷　　賢 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「曽我部町南條区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　俣野　昭夫 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１１２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「東別院町南掛区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　岡本　秀和 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月５日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月２１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「西別院町下ノ谷区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　鈴木　　勲 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「東竪町自治会」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　山田　廣道 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１１５号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「保津町第１区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　大倉　　満 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「篠町柏原区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　吉岡　利昌 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１７号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「河原林町勝林島上島区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　桂　　芳弘 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１１８号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「河原林町北区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　大原　孝弘 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１９日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１１９号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「東別院町大野区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　法貴　正人 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１２０号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「東本梅町大内区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　中西　一博 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１２１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「旭町美濃田区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　川勝　敏彦 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１２２号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「千代川町湯井区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　人見　正人 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１２３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「曽我部町犬飼区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　松本　孝之 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１２日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１２４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「篠町広田区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　谷口　捷行 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１２５号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

「大井町南金岐区」 

１　変更があった事項及び内容 

　　代表者の変更 

　　　住所　省略 

　　　氏名　山本　直克 

２　変更年月日 

　　　令和８年４月１日 

３　変更理由 

　　　任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　亀岡市告示第１２６号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

　なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において令和８年４月３０日から令

和８年５月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　路線番号　　　１８０５８ 

２　路 線 名　　　古大道線 

３　道路の変更区域 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第１２７号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を令和８年４月

３０日から供用開始する。 

　なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、令和８年４月３０日から

令和８年５月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月３０日 

 

 
変　更　区　間

変　更 
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延　　長

備　　考
 変更区間最大幅員

 
亀岡市篠町篠下中筋５５番１先から 

亀岡市篠町篠下中筋５４番１先まで
前

2.40ｍ
26.60ｍ

変更後路線幅員 

最小　2.10ｍ 

最大　9.63ｍ 

変更後路線延長 

　　　　753.87ｍ

 2.50ｍ

 
亀岡市篠町篠下中筋５５番１先から 

亀岡市篠町篠下中筋５４番１先まで
後

4.01ｍ
26.60ｍ

 4.06ｍ
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

 

「掲示済」 

 

 路　線 
番　号

路　　線　　名

 

供　用　開　始　区　間
 供用開始 

延　長
幅　員

 
18058 古 大 道 線

 亀岡市篠町篠観音芝１番地の１７先  
753.87m

2.10m

 亀岡市篠町篠上中筋１００番地の１先 ～ 9.63m
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令和８年５月１５日発行 第９７６号

 

訓　令 

 

　亀岡市訓令第３号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市人権行政担当主任設置要綱の一部を改

正する訓令を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市人権行政担当主任設置要綱

の一部を改正する訓令 

 

　亀岡市人権行政担当主任設置要綱（昭和４３

年亀岡市訓令第５号）の一部を次のように改正

する。 

 

　第２条中「次条において」を「以下」に、

「設置するものとし、市長がこれを任命する」

を「置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

２　主任は、課の係長の中から課長が指名した

者（係長を置かない課にあっては、係長と同

等の職にある者又は課長が指名した者）とす

る。 

３　課の長は、主任の職氏名を人事課長に報告

しなければならない。主任に異動があった場

合も同様とする。 

　第３条中「つとめ」を「努め」に改める。 

　第４条を削り、第５条を第４条とする。 

 

　　　附　則 

 

　この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 

　亀岡市訓令第４号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市情報セキュリティ対策基準規程の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市情報セキュリティ対策基準

規程の一部を改正する訓令 

 

　亀岡市情報セキュリティ対策基準規程（平成

２７年亀岡市訓令第５号）の一部を次のように

改正する。 

 

　第３条第１項中「本市の情報資産に関する業

務に携わる」を「市長部局に所属する」に、

「臨時的任用職員及び非常勤職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員」

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 
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公　告 

 

　亀岡市公告第３６号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、月単位の週休２日を確保できるよう工

事を実施する「週休２日制工事」の対象である。 

　また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　水配替第11号 

⑵　工 事 名　　国道477号（東加舎）交通安全事業に伴う配水管移設工事（その2） 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市本梅町地内 

⑷　工 事 種 別　　水道施設工事 

⑸　工 事 概 要　　配水管布設工 

　　　　　　　　　　　　HPPEφ75　　　　Ｌ＝11.0ｍ 

　　　　　　　　　　　　配水管仮設工　　1式 

⑹　予定価格（税込）6,347,000円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）5,770,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から120日間 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　有（原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑽　中 間 前 金 払　　　請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払

金の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により

工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係

る作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負

代金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された

場合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内　保証事業会

社の保証が必要） 

⑾　最低制限価格　　採用 

⑿　入 札 保 証 金　　免除 

⒀　契 約 保 証 金　　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者
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が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁　支給材料及び貸与品　　無 

⒂　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

⑴　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「水道施設工事」の「Ｂ等級」又は

「Ａ等級」に認定された者のうち、希望順位3位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者と

する。また、入札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵　「亀岡市水道施設等の事故に関する協定」を締結していること。 

⑶　建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑷　「特記仕様書　3．配水管技能者の資格」に記載されている資格を有している者を現場代理

人、主任技術者又は監理技術者のいずれかに配置すること。 

⑸　手持ち工事（水道施設工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和7年4月1日以降に発注した水道施設工事（Ｂ等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の水道施設工事

（Ｂ等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を

失う。） 

⑹　受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和8年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金

額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約予定で落札したものや契

約変更の増減額は対象外とする。） 

⑺　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑻　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

⑵　配置予定技術者調書（別紙様式2） 

※　入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 



 
亀　岡　市　公　報

83 

令和８年５月１５日発行 第９７６号

　なお、配置予定技術者調書に記載された技術者は、契約工期中、当該工事に専任できるも

のとすること（請負金額が4,500万円（建築一式工事の場合は9,000万円）以上の場合）。 

　配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること。

（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用関係

があることをいう。） 

⑶　配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※　１⑷、２⑷に係る技術者の資格要件を有すると判断できる資格・免許等に関するものを添

付すること。 

 

４　入札手続等 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月1日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月1日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付

令和8年4月9日（木） 

午前9時から 

令和8年4月10日（金） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年4月13日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年4月8日（水）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年4月10日（金）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年4月13日（月） 

午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年4月15日（水） 

午前9時から 

令和8年4月16日（木） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年4月17日（金） 

午前10時

電子入札システムに

よる
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５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格

の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競

争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者

調書により、基本事項について確認を行い、

資格の有無を審査したものであり、配置予定

技術者調書と確認資料による詳細な審査は、

開札後行うものである。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札した者を落札者とする。ただし、

最低制限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく　

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶　2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる　

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷　「週休2日制工事」の詳細については、

特記仕様書等によるものとする。 

⑸　その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

　　　　亀岡市　総務部　契約検査課 

　　　　（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３７号 

 

　「第４期亀岡市地域福祉計画」策定支援業務

について、公募型プロポーザル方式により事業

者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

　　　令和８年４月１０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　業務概要 

⑴　業務番号 

　　８地福第１号 

⑵　業務名 

　「第４期亀岡市地域福祉計画」策定支援

業務 

⑶　業務内容 

　　別紙仕様書のとおり 

⑷　業務場所 

　　亀岡市役所等 

⑸　業務期間 

　　契約締結日から令和９年３月３１日まで 

⑹　見積限度額 

　　３，３００，０００円 

　　（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２　参加資格 

　プロポーザルに参加できる者は、次に掲げ

る要件を満たす者でなければならない。 

⑴　国や地方公共団体等の指名停止を受けて
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いないこと。 

⑵　地方自治法施行令（昭和２２年政令第　

１６号）第１６７条の４第１項の規定に該

当しない者であること。 

⑶　会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）に基づく更生手続開始の申立てをして

いる者（更生手続開始の決定を受けている

者を除く。）又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づく再生手続開始の

申立てをしている者（再生手続開始の決定

を受けている者を除く。）でないこと。 

⑷　破産法（平成１６年法律第７５号）に基

づく破産手続開始の申立てをしていないこ

と。 

⑸　次のアからオまでのいずれにも該当しな

いこと。 

ア　役員等（参加者が個人である場合には

その者を、参加者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは契約を締

結する事務所の代表者をいう。以下この

号において同じ。）が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号。以下この号において

「暴力団対策法」という。）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下この号にお

いて「暴力団員」という。）であると認

められるとき。 

イ　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下この号にお

いて同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力

団員を利用するなどしたと認められると

き。 

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維

持、運営に協力し、若しくは関与してい

ると認められるとき。 

オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的

に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

⑹　業務一括再委託しない者 

 

３　手続等 

⑴　実施要領 

ア　交付期間 

令和８年４月１０日（金）から 

令和８年４月２４日（金）まで 

※窓口での交付は、土日を除き、午前

９時から午後５時まで 

（正午から午後１時までを除く。） 

イ　交付場所 

　「７　事務局」又は「亀岡市ホーム　

ページ」からダウンロード 

ウ　交付する書類 

　実施要領、仕様書、参加申込書、その

他様式 

⑵　参加申込み 

ア　提出書類 

プロポーザル参加申込書（様式１） 

事業所概要（様式２） 

業務実績書（様式３） 

亀岡市における入札参加資格認定通知

書（受領書）の写し 

※「亀岡市競争入札参加資格者でない

場合」は、次の書類を提出すること。 

商業登記簿謄本（現在事項証明書、履

歴事項全部証明書も可） 

本社分の直近年度の消費税及び地方消

費税納税証明書（その３又はその３の

３） 

市町村税の納税証明書（滞納がないこ

とが確認できるもの） 
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誓約書（様式８） 

役員一覧表（様式９） 

支店・営業所の場合、本社の委任状

（様式１０） 

※上記提出書類は、参加を希望する営

業所について記載すること。 

イ　部数 

　各１部 

ウ　提出方法 

　持参又は書留郵便【令和８年４月２４

日（金）必着】 

エ　提出場所 

　「７　事務局」の記載のとおり 

オ　提出期限 

　令和８年４月２４日（金）午後５時ま

で 

※受付は、土日を除き、午前９時から午

後５時まで（正午から午後１時までを

除く。） 

カ　参加資格審査結果 

　令和８年４月２８日（火）に結果通知

を発送する。 

⑶　質問の受付及び回答 

　本プロポーザルに関する質問の受付及び

回答は、次のとおりとする。 

ア　受付期間 

　令和８年４月１０日（金）から令和８

年４月１７日（金）午後５時まで 

イ　受付方法 

　質問書（様式４）に記入の上、「７　

事務局」まで電子メール又はＦＡＸで提

出すること。電話又は口頭による質問に

は応じない。また、送信確認の電話をす

ること。 

ウ　回答日・回答方法 

　令和８年４月２１日（火）午後５時ま

でに電子メールで回答する。また、亀岡

市ホームページに掲載する。 

エ　質問内容 

　質問内容は、参加申込み及び企画提案

書等に関するもののみとし、審査（評

価）に関する質問は一切受け付けない。 

⑷　企画提案書の提出方法 

　参加申込みした事業者は、次のとおり企

画提案書を提出すること。 

ア　提出書類 

　「⑸　企画提案書について」に記載の

とおり 

イ　提出部数 

　正本１部、副本５部 

ウ　提出方法 

　持参又は書留郵送【令和８年５月１８

日（月）必着】 

エ　提出先 

　「７　事務局」に記載のとおり 

オ　受付期間 

　令和８年４月２８日（火）から令和８

年５月１８日（月）まで 

※受付は、土日、祝日を除き、午前９時

から午後５時まで 

　（正午から午後１時までを除く。） 

⑸　企画提案書について 

　企画提案書は、次のとおりとする。 

ア　企画提案書表紙（様式５） 

イ　企画提案書（様式自由。仕様書に基づ

いた内容とすること。ただし、仕様書に

示す要求事項を上回る独自の提案をする

場合は、そのポイントが明確に分かるよ

うに記載すること。） 

ウ　工程表（様式自由） 

エ　参考見積書及び内訳書（様式自由。な

お、金額は税込みとし、見積限度額以下

の金額とすること。） 

オ　予定担当者調書（様式６） 
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４　審査 

　参加要件を満たすと認めた事業者に対し、

「亀岡市地域福祉計画」策定支援業務委託業

者選定委員会（以下「選定委員会」とい

う。）において、別表「審査項目」に基づき

プレゼンテーション審査を実施する。 

　なお、参加者が１者のみの場合は、選定委

員会に諮り決定する。 

⑴　日時 

　　令和８年５月２２日（金） 

※開始時刻については、電子メールにて別

途通知する。 

⑵　場所 

　亀岡市役所　３階３００会議室 

⑶　出席者 

　出席者は２名以内とする。 

⑷　所要時間 

　３０分以内（準備３分、説明１５分、質

疑応答１０分、片付け２分） 

⑸　内容 

　説明は、企画提案書に記載した内容とし、

新たな資料の配布は認めない。 

⑹　使用機器 

　プロジェクター等の機材の使用を認める

が、本市からの貸出しは行わない。 

　パワーポイント等を使用する場合、スラ

イドを印刷した資料を企画提案書に添付し

て提出すること。 

 

５　結果通知等 

⑴　優先契約交渉事業者の決定 

　選定委員会の審査において、最高評価点

を得た者を候補者として決定する。最高評

価点を得た者が複数の場合は、全体の評価

の項目で一番評価の高い者を候補者とする。

なお、最高評価点を得た者が評価点合計の

４割に満たない場合にあっては、候補者の

選定を行わず、再公募等行うものとする。 

⑵　結果通知 

　審査結果は、優先契約交渉事業者が決定

した後、速やかに本審査参加者全員に書面

で通知するとともに、亀岡市ホームページ

に掲載する。 

　なお、審査結果通知日から契約を締結す

るまでに本市において指名停止等に該当す

る行為を行ったときは、当該審査結果を取

り消すことがある。 

 

６　その他 

⑴　本プロポーザルに要する経費は、全て参

加者の負担とする。 

⑵　参加申込み後に本プロポーザルを辞退す

る時は、辞退届（様式７）を提出すること。 

⑶　企画提案書等に記載した担当者等は、原

則として変更できないものとする。ただし、

やむを得ない理由による変更を行う場合は、

変更前に本市の了承を得なければならない。 

⑷　業務の一部再委託は、企画提案書に記載

がある場合を除き、原則として認めない。 

⑸　提出書類等の追加、修正及び再提出は認

めない。 

⑹　提出書類等は返却しない。 

⑺　審査により選定された候補者は、業務委

託にかかる「プロポーザル審査結果通知

書」受理日から契約予定業者となり、再度、

細部にわたり協議、調整を行い、契約を締

結することとする。 

⑻　契約書に係る仕様書は、本市が示した仕

様書及び選定された提案に基づき、契約予

定者と市と協議の上、決定することとする。 

⑼　発注者は、提案書類等を提出者に無断で

本プロポーザル以外に使用しない。 

⑽　発注者は、提出書類等を審査に必要な範

囲において、複製できるものとする。 

⑾　本プロポーザルに係る情報公開請求が　

あった場合は、亀岡市情報公開条例（平成
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１２年亀岡市条例第３２号）に基づき提出

書類を公開することがある。 

⑿　次の場合、提出書類等は無効とする。 

ア　提出期限を過ぎて提出された場合 

イ　提出書類等に虚偽の記載があった場合 

ウ　提出書類等の作成にあたって不正行為

が判明した場合 

エ　提出書類等の内容が示された条件に適

合していない場合 

⒀　審査内容や審査経過については公表しな

い。 

⒁　審査結果に対する異議申立ては受け付け

ない。 

⒂　本プロポーザルを途中で辞退した者は、

これを理由として以後の選定等について不

利益な取扱いを受けることはない。 

⒃　不測の事態があった場合、本案件の執行

をやむを得ず中止することがある。 

 

７　事務局 

　　〒６２１－８５０１ 

　　京都府亀岡市安町野々神８番地 

　　亀岡市健康福祉部地域福祉課地域福祉係 

　　電 話 番 号：０７７１－２５－５０２９ 

　　ＦＡＸ番号：０７７１－２４－３０７０ 

　　電子メール： 

　　　　　fukusi-suisin@city.kameoka.lg.jp 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３８号 

 

　亀岡農業振興地域整備計画について、農業振

興地域の整備に関する法律施行令（昭和４４年

政令第２５４号）第１０条の規定に該当する軽

微な変更をしたので、農業振興地域の整備に関

する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条

第４項で準用する同法第１２条の規定により公

告し、当該変更後の計画書を次により縦覧に供

する。 

 

　　　令和８年４月１３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間 

　令和８年４月１３日以後、常時備え置く

こととする。 

２　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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　亀岡市公告第３９号 

 

　一般競争入札（条件付き）にかかる特定建設工事共同企業体の公募について、次のとおり公告す

る。 

　なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、月単位の週休２日を確保できるよう工

事を実施する「週休２日制工事」の対象である。 

　また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月１４日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　8教図第1号 

⑵　工  事  名　　（仮称）キッズステーションかめおかリニューアル工事（建築）　 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市余部町宝久保地内 

⑷　工 事 種 別　　建築一式工事 

⑸　工 事 概 要　　鉄骨鉄筋コンクリート造　地上3階地下1階建 

　　　　　　　　　　改修対象面積：1,042.142㎡ 

　　　　　　　　　　内装改修工事　　　　　　　　一式 

　　　　　　　　　　図書家具、サイン改修工事　　一式 

　　　　　　　　　　トイレ改修工事　　　　　　　一式 

⑹　工 期　　議決のあった翌日から令和9年3月12日まで 

⑺　部 分 払　　無 

⑻　前 金 払　　有（当該工事契約金額の40％以内　保証事業会社の保証が必要） 

⑼　中間前金 払　　　請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内　保証事業会社

の保証が必要） 

⑽　最低制限価格　　採用 

⑾　入札保証 金　　免除 

⑿　契 約 保 証 金　　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社
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をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀　支給材料及び貸与品　　無 

⒁　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）であって、次に掲げる要件等を満た

すものであること。 

⑴　共同企業体の要件 

ア　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定された者2者又は3者による共同企業体とする。ただし、1者が複数の共同企業体の代表

者又は構成員となることはできない。 

イ　共同企業体は、自主結成とする。 

ウ　構成員の出資比率は、全ての構成員が、2者の場合30パーセント以上、3者の場合20パーセ

ント以上の出資比率であるものとする。 

エ　共同企業体入札参加申請書（以下「入札参加申請書」という。）等の提出期限日から開札

日までの期間において、亀岡市及び京都府の指名停止を受けていないこと。 

⑵　共同企業体の代表者の要件 

ア　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定され、亀岡市内に本社（本店）を置く者であること。 

イ　主任技術者として、「建築一式工事」に係る主任技術者資格（国家資格者に限る。）を有

する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、工事現場に専任で配置できるもの

であること。また、下請総額が8,000万円以上となる場合に、監理技術者として、「建築一

式工事」に係る監理技術者資格を有する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、

工事現場に専任で配置できるものであること。 

ウ　出資比率が構成員中最大の者であること。 

エ　共同企業体による建築一式工事の手持ち工事がないこと。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した建築一式工事の共同

企業体による競争入札により落札した工事（6教第4号育親学園新校舎建設工事（Ⅰ期）の案

件を含む。）で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、1者単独

での受注案件、随意契約によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札したものは手持ち工事

に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の建築一式工事の共同企業体による競

争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。） 

⑶　共同企業体の代表者以外の構成員の要件 

ア　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定され、亀岡市内に本社（本店）を置く者であること。 

イ　主任技術者として、「建築一式工事」に係る主任技術者資格（国家資格者に限る。）を有
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する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、工事現場に専任で配置できるもの

であること。 

ウ　共同企業体による建築一式工事の手持ち工事がないこと。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した建築一式工事の共同

企業体による競争入札により落札した工事（6教第4号育親学園新校舎建設工事（Ⅰ期）の案

件を含む。）で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、1者単独

での受注案件、随意契約によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札したものは手持ち工事

に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の建築一式工事の共同企業体による競

争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。） 

⑷　共同企業体の協定方式 

　協定書は、「特定建設工事共同企業体協定書（甲型）」による。共同企業体の名称は、2者

による場合は「〇〇・△△特定建設工事共同企業体」とし、3者による場合は「〇〇・△△・

□□特定建設工事共同企業体」とする。 

⑸　その他 

　一般競争入札（事後公表）公告共通事項（以下「共通事項」という。）のとおりとする。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　共同企業体入札参加申請書（別紙） 

⑵　特定建設工事共同企業体協定書（甲型）（別紙） 

⑶　技術者配置予定書（別紙） 

※　入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

　なお、技術者配置予定書に記載された技術者は、契約工期中、当該工事に専任できるもの

とすること（請負金額が4,500万円（建築一式工事の場合は9,000万円）以上の場合）。 

　配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること。こ

の場合、恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇

用関係があることをいう。 

⑷　配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※　１⑷に係る技術者の資格要件を有すると判断できる資格・免許等に関するものを添付する

こと。 

※　提出書類は、電子入札システムにより提出するものとするが、３の⑴、⑵については、押印

がある書類のＰＤＦ化したものを提出すること。 

 

４　入札手続等 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月14日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり
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　（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月14日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付

令和8年4月27日（月） 

午前9時から 

令和8年4月28日（火） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年4月30日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年4月24日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年5月7日（木）午後3時まで

共通事項5-1のとお

り 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年5月11日（月）午後5時まで

共通事項5-1のとお

り

 入札期間 

 

令和8年5月14日（木） 

午前9時から 

令和8年5月15日（金） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 予定価格の公表 令和8年5月15日（金）午後4時以降 入札情報公開システ

ムによる

 予定価格に関する質問の

受付

予定価格の公表をしたときから 

令和8年5月19日（火）正午まで

共通事項5-2のとお

り

 予定価格に関する質問へ

の回答

令和8年5月20日（水）午後5時まで 共通事項5-2のとお

り

  【予定価格に関する質

問がないとき】

【予定価格に関する質

問があるとき】

 開札日時 令和8年5月20日（水）

午前10時

令和8年5月21日（木）

午前10時

電子入札システムに

よる

 再度入札を行う場合の入

札期間

令和8年5月21日（木）

午前9時から午後3時ま

で

令和8年5月22日（金）

午前9時から午後3時ま

で

共通事項6のとおり

 再度入札の開札日時 令和8年5月21日（木）

午後3時以降

令和8年5月22日（金）

午後3時以降

電子入札システムに

よる
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５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、入札参加申請書と技術者配置予定書により、基本事項につ

いて確認を行い、資格の有無を審査したものであり、技術者配置予定書と確認資料による詳細な

審査は、開札後行うものである。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年亀岡市条例第1

号）に該当する契約は、議会の議決を得るまでは仮契約として、議会の議決を得たときにこれ

を本契約とみなす。 

⑵　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑶　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑷　入札2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより

送信が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札

書受付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）

予備日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑸　本案件を落札した業者は、他の共同企業体による建築一式工事の競争入札に参加することが

できない。ただし、他の案件の公告日までに工事完成届が提出された場合は入札に参加するこ

とができる。 

⑹　「週休2日制工事」の詳細については、特記仕様書等のとおりとする。 

⑺　その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第４０号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、月単位の週休２日を確保できるよう工
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事を実施する「週休２日制工事」の対象である。 

　また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月１５日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　7緑公第26号 

⑵　工  事  名　　亀岡運動公園再整備その17工事 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市曽我部町穴太地内 

⑷　工 事 種 別　　舗装工事 

⑸　工 事 概 要　　コンクリート系舗装工　　　Ｎ＝一式 

　　　　　　　　　　土系舗装工　　　　　　　　Ｎ＝一式 

⑹　予定価格（税込）49,173,300円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）44,703,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から令和8年8月31日まで 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　有 （原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑽　中間前金 払　　　請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内　保証事業会社

の保証が必要） 
⑾　最低制限価格　　採用 

⑿　入札保証 金　　免除 

⒀　契 約 保 証 金　　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁　支給材料及び貸与品　　無 

⒂　契約書の要否　　要 
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２　入札参加資格要件 

⑴　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵　特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶　手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和7年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札

により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災

害復旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落

札したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の

競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

※　本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４　入札手続等 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月15日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月15日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

令和8年4月27日（月） 

午前9時から 

令和8年4月28日（火） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年4月30日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年4月24日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年4月30日（月）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年5月7日（木）午後5時まで

共通事項5のとおり



 
亀　岡　市　公　報

96 

令和８年５月１５日発行 第９７６号

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶　2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷　「週休2日制工事」の詳細については、特記仕様書等によるものとする。 

⑸　その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 入札期間 

 

令和8年5月11日（月） 

午前9時から 

令和8年5月12日（火） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年5月13日（水） 

午前10時

電子入札システムに

よる
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　亀岡市公告第４１号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、月単位の週休２日を確保できるよう工

事を実施する「週休２日制工事」の対象である。 

　また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月１５日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　7道改第15号 

⑵　工  事  名　　市道保津宇津根並河線道路改良工事（その17） 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市保津町地内 

⑷　工 事 種 別　　舗装工事 

⑸　工 事 概 要　　工事延長　　Ｌ＝360.0ｍ　Ｗ＝10.75ｍ 

　　　　　　　　　　路床盛土　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅴ＝376.9㎥ 

　　　　　　　　　　表層　再生密粒度 As(13) t=50　　　　　　　Ａ＝2,698.8㎡ 

　　　　　　　　　　溶融式区画線 実線、破線・白・W=150　　　　Ｌ＝555.0ｍ 

　　　　　　　　　　サイクルロード路面標示 矢羽根・青 　　　　Ｎ＝4.0箇所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 誘導ライン・青 　　Ｎ＝3.0箇所 

⑹　予定価格（税込）30,933,100円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）28,121,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から令和8年8月31日まで 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　有（原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑽　中間前金 払　　　請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内　保証事業会社

の保証が必要） 
⑾　最低制限価格　　採用 

⑿　入札保証 金　　免除 

⒀　契 約 保 証 金　　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者
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が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁　支給材料及び貸与品　　無 

⒂　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

⑴　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵　特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶　手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和7年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札

により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災

害復旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落

札したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の

競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

※　本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４　入札手続等 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月15日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月15日（水） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

令和8年4月27日（月） 

午前9時から 

令和8年4月28日（火） 

午後4時まで

共通事項3のとおり
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（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶　2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

 入札参加確認通知の送付 令和8年4月30日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年4月24日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年4月30日（木）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年5月7日（木）午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年5月11日（月） 

午前9時から 

令和8年5月12日（火） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年5月13日（水） 

午前11時

電子入札システムに

よる
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⑷　「週休2日制工事」の詳細については、特記仕様書等によるものとする。 

⑸　その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４２号 

 

亀岡市職員採用試験公告 

 

　亀岡市職員採用試験を次のとおり実施する。 

 

　　　令和８年４月１５日 

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　試験区分、採用予定人数及び受験資格 

 試 験 区 分 採用予定人数 受　験　資　格

 かめおか方式 

事務 

（上級） 

[１９－３５]

２０名

平成３年４月２日から平成２０年４月１日までに生まれた人。ただ

し、学校教育法による高等学校を令和９年３月３１日までに卒業す

る見込みの人は受験できない。

 

ま

ち

づ

く

り

技

師

かめおか方式 

総合土木 

（土木・農業 

　土木・造園） 

（上級） 

[１９－４０]

１０名

昭和６１年４月２日から平成２０年４月１日までに生まれた人で、

次の①②③のいずれかに該当する人 

①土木施工管理技士（１級又は２級）の資格を有する人 

②民間企業や官公庁等で、土木に関する職務経験（設計・施工管理

等）が５年以上あり、かつ、同一企業等における３年以上の継続

勤務経験がある人 

③学校教育法による高等学校以上の学校（同程度と認めるものを含

む。）において土木工学、造園・緑地、環境工学のいずれかに関

する課程を修得し卒業した人又は令和９年３月３１日までに卒業

する見込み（高等学校を除く。）の人 

 

※①に該当する人は筆記試験が免除される。
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※いずれか１つの試験区分のみ受験が可能である。 

※いずれの試験区分も障がい者の受験が可能である。 

※募集人数については、現時点における予定に基づくもので、今後の事業計画によって変わるこ

とがある。 

※受験資格がないことが明らかになったときは合格を取り消す場合がある。 

※国籍は問わないが、日本国籍を有しない人については、法令により永住が認められている人又

は採用予定日前日までに認められる見込みの人のみ受験することができる。 

「法令により永住が認められている人」とは、「出入国管理及び難民認定法による永住者」及

び「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法によ

る特別永住者」をいう。 

※地方公務員法第１６条の規定による次の欠格条項のいずれかに該当する人は受験することがで

きない。 

⑴　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる

までの者 

⑵　亀岡市において懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

⑶　人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、同法第６０条から第６３条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた者 

⑷　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

２　試験方法・期日・場所 

それぞれの試験区分ごとの試験方法・期日・場所については、次のとおりである。また、１次

試験の集合時間等については、受験者に別途知らせる。 

⑴　かめおか方式【事務（上級）、総合土木（上級）、保健師】 

 
かめおか方式 

保健師 

[－４０]

若干名
昭和６１年４月２日以降に生まれた人で、保健師資格を有する

人（令和９年３月３１日までに取得見込みを含む。）

 
かめおか方式 

保育士・幼稚園教諭 

[－４０]

若干名

昭和６１年４月２日以降に生まれた人で、保育士資格及び幼稚

園教諭資格を有する人（令和９年３月３１日までに取得見込み

を含む。）

 区 分 試験方法 期日 場所

 

１次試験 集団面接

令和８年５月１６日（土） 

令和８年５月１７日（日） 

※上記のうち指定する１日

亀岡市役所
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　　※１…総合土木（上級）受験者で、受験資格①に該当する人は筆記試験が免除される。 

　　※２…具体的な日程は、各試験合格者に別途通知する。 

 

３　試験内容 

 

４　合格発表等 

⑴　日程 

　ア　かめおか方式 

 

 
作文試験

作文課題に対する理解力、文章の表現力や構成力などについて評価を行う。 

課題字数は８００字、試験時間は５０分とする。

 

教養試験

筆記試験（多肢択一式）を行う。 

出題数は４０題で、試験時間は１時間３０分とする。 

出題分野は、時事、社会・人文及び自然に関する一般知識並びに文章理解、

判断・数的推理及び資料解釈に関する能力を問う問題とする。

 
ＳＰＩ３試験

言語及び非言語に関する能力検査を行う。 

出題数は７０題で、試験時間は１時間１０分とする。

 

専門試験

筆記試験（多肢択一式）を行う。 

出題数は３０題で、試験時間は１時間３０分とする。 

社会福祉・子ども家庭福祉（社会的養護を含む。）、保育の心理学、教育学

・教育法規、保育原理・保育内容及び子どもの保健を問う問題とする。 

※障がい児保育については、上記のいずれかの分野で出題することがある。

 
合格発表

 
１次試験 令和８年５月下旬

 
２次試験 令和８年６月下旬

 
３次試験 令和８年７月下旬

 

２次試験

〇作文試験（必須） 

　　及び 

①教養試験 

②ＳＰＩ３試験　 

①～②で一つ選択 

　計２科目を受験※１

令和８年６月中旬※２ 亀岡市役所

 
個別面接 令和８年６月中旬※２ 亀岡市役所

 
３次試験 個別面接 令和８年７月下旬※２ 亀岡市役所
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⑵　通知方法及び職員採用候補者名簿の登載 

ア　１次、２次及び３次試験の合格発表については、市ホームページで受験番号を掲示するほ

か、合格者にのみ通知を行う。また、３次試験の合格発表については、合格者の受験番号を

掲載した公告文を掲示する。 

イ　最終合格者は、試験区分ごとの職員採用候補者名簿に登載し、令和９年４月１日以降必要

に応じて採用される。ただし、最終合格者と調整し、令和９年３月３１日以前に採用する場

合がある。職員採用候補者名簿の有効期間は、令和１０年４月１日までとする。 

 

５　日本国籍を有しない方の採用後の配置等 

「公権力の行使」及び「公の意思形成への参画」に携わる公務員については日本国籍を必要と

するという「公務員に関する基本原則」に基づく任用制限により、亀岡市では、日本国籍を有し

ない人については、次の⑴以外の業務及び⑵以外の職に就くこととする。また、昇任についての

考え方は⑶のとおりとする。 

⑴　「公権力の行使」に該当する業務 

ア　市民の権利や自由を一方的に制限することとなる業務 

イ　市民に対し一方的に義務や負担を課すこととなる業務 

ウ　市民に対して強制力をもって執行する業務 

エ　その他公権力の行使に該当する業務（行政立法、準司法的権能のある行為に係るものなど） 

≪「公権力の行使」に該当する業務の具体例≫ 

○都市計画法に基づく開発行為の許可処分 

○市民税や国民健康保険料の賦課徴収 

○生活保護法による保護の決定及び実施に関する処分 

○建築基準法に違反している建築物に対する同法に基づく各種措置命令 

⑵　「公の意思形成への参画」に該当する職 

亀岡市の行政について、企画、立案、決定等に関与する職であり、具体的には、①ラインの

副課長級以上の職、②本市の基本政策の決定（基本計画の策定、予算の編成、組織、人事、労

務管理等）に携わる係長級以上の職が該当する。 

⑶　昇任についての考え方 

日本国籍を有しない職員についても、「公務員に関する基本原則」に反しない範囲において

昇任が可能である。 

 

６　勤務条件など 

⑴　初任給については次のとおりとする。 

（参考：令和８年４月１日現在。ただし、地域手当を含む。） 

 
大学卒 短大卒 高校卒

 
２５６，６０８円 ２４３，６４８円 ２２３，２３６円
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・職歴や学歴などにより給料月額が増減する場合がある。また、扶養手当、通勤手当、期末・

勤勉手当（いわゆるボーナス）などの諸手当が要件に応じて支給される。 

・初任給は、採用前の給与改定などにより変更になる場合がある。 

⑵　配属のある主な勤務地については次のとおりとする。 

　亀岡市役所、亀岡市上下水道部庁舎、亀岡市立保育所など（派遣などにより、市外の勤務地

となる場合がある。） 

⑶　福利厚生制度については、共済組合の制度として、保険給付や資金貸付などが受けられる。 

⑷　受動喫煙防止対策として原則敷地内を禁煙とする。（一部特定屋外喫煙所を設けている。） 

 

７　受験申込みの手続 

 

８　その他 

自然災害などの発生により、試験が中止又は延期になる場合や、試験会場、試験内容、開始時

間などが変更になる場合がある。 

なお、中止、延期又は変更が生じた場合の詳細は、市ホームページに掲載する。 

 

９　採用試験についての問い合わせ 

受験手続、その他の不明な点は亀岡市市長公室人事課に問い合わせることとする。 

　　　〒６２１－８５０１　京都府亀岡市安町野々神８番地 

　　　電　話　（０７７１）２２－３１３１（市役所代表）…（内線２９５５） 

　　　電　話　（０７７１）５５－９４５１（人事課直通） 

　　　ＦＡＸ　（０７７１）２４－５５０１ 

　　　ＵＲＬ:https://www.city.kameoka.kyoto.jp/ 

 

「掲示済」 

 

 

申込方法

亀岡市職員採用試験のインターネットの専用ページから申し込むこととする。 

※インターネットによる申込みができない場合は、令和８年４月２７日（月）

午後５時までに人事課へ問い合わせることとする。

 
申込受付期間

令和８年４月１５日（水）～令和８年５月１０日（日） 

※受付後は、申込みをした試験区分の変更はできない。
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　亀岡市公告第４３号 

 

　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成

２５年法律第１０１号）第１８条第５項により

農用地利用集積等促進計画を認可したので、同

条第７項の規定により公告し、その関係書類を

次により縦覧に供する。 

 

　　　令和８年４月２０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　認可日 

　　　令和８年４月２０日 

２　縦覧期間 

　令和８年４月２０日以後、常時備え置く

こととする。 

３　縦覧場所 

　　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第４４号 

 

　土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）第２９条第１項の規定により、亀岡市篠町

篠洗川土地区画整理組合から次のとおり理事の

氏名及び住所の届出があったので、同条第２項

の規定により公告する。 

 

　　　令和８年４月２３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

 

 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第４５号 

 

　第４３回全国都市緑化フェアin京都丹波記念

「亀岡わんわんフェスタ２０２６」等企画運営

業務について、公募型プロポーザル方式によ

り事業者の選定を行うので、次のとおり公告

する。 

 

　　　令和８年４月２３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　業務概要 

⑴　業務名 

　第４３回全国都市緑化フェアin京都丹波

記念「亀岡わんわんフェスタ２０２６」等

企画運営業務 

⑵　業務内容 

　「亀岡わんわんフェスタ２０２６」及び

関連イベント開催に係る一連の業務を行う。 

⑶　業務期間 

　契約締結日から 

　令和８年１１月２７日まで 

 

 

 役職 氏名 住所

 理事長 柴田　恵夫 省略

 副理事長 新宮　理弘 省略

 副理事長 山口　隆弘 省略

 理事 浅野　訓央 省略

 理事 岩田　和治 省略

 理事 柴田　武治 省略

 理事 本馬　和由樹 省略
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⑷　業務場所 

　京都府亀岡市域（環境政策課の指定する場所） 

⑸　提案限度額 

　３，７４０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２　その他 

　詳細は、第４３回全国都市緑化フェアin京都丹波記念「亀岡わんわんフェスタ２０２６」等企

画運営業務公募型プロポーザル実施要領による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第４６号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月２８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　道修第1号 

⑵　工 事 名　　市内一円市道外舗装修繕工事（単価契約） 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市内一円地内 

⑷　工 事 種 別　　舗装工事（単価契約） 

⑸　工 事 概 要　　市内一円市道外舗装修繕　　1式 

⑹　予定価格（税込）721,600円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）656,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から令和9年3月31日まで 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　無 

⑽　最低制限価格　　採用 

⑾　入札保証 金　　免除 

⑿　契約保証 金　　免除 

⒀　支給材料及び貸与品　　無 

⒁　契約書の要否　　要 
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２　入札参加資格要件 

⑴　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵　特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

※　本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４　入札手続等 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月28日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月28日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

令和8年5月13日（水） 

午前9時から 

令和8年5月14日（木） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年5月15日（金） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年5月12日（火）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年5月15日（金）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年5月18日（月）午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年5月20日（水） 

午前9時から 

令和8年5月21日（木） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年5月22日（金） 

午前10時

電子入札システムに

よる
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　（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　本工事を落札した者は、「8上下第1号点々舗装復旧工事（単価契約）」への入札参加資格を

失うものとする。 

⑵　最低制限価格については、「亀岡市工事請負契約に係る最低制限価格の算定基準（令和5年4

月改正）」⑵による計算方法とする。 

⑶　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑷　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑸　2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑹　その他については、共通事項のとおりとする。  

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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　亀岡市公告第４７号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年４月２８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　8上下第1号 

⑵　工 事 名　　点々舗装復旧工事（単価契約） 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市水道区域及び下水道区域内 

⑷　工 事 種 別　　舗装工事（単価契約） 

⑸　工 事 概 要　　点々舗装復旧　　1式 

⑹　予定価格（税込）2,613,600円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）2,376,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から令和9年3月31日まで 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　無 

⑽　最低制限価格　　採用 

⑾　入札保証 金　　免除 

⑿　契約保証 金　　免除 

⒀　支給材料及び貸与品　　無 

⒁　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

⑴　令和8年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵　特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

※　本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 
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４　入札手続等 

　（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年4月28日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年4月28日（火） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

令和8年5月13日（水） 

午前9時から 

令和8年5月14日（木） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年5月15日（金） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年5月12日（火）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年5月15日（金）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年5月18日（月）午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年5月20日（水） 

午前9時から 

令和8年5月21日（木） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年5月22日（金） 

午前11時

電子入札システムに

よる
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７　その他 

⑴　「道修第1号　市内一円市道外舗装修繕工事（単価契約）」を落札した者は、本工事への入

札参加資格を失うものとする。 

⑵　最低制限価格については、「亀岡市工事請負契約に係る最低制限価格の算定基準（令和5年4

月改正）」⑵による計算方法とする。 

⑶　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑷　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑸　2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑹　その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 

 

　　　　　　　　　　　　　矢　野　裕　巳 

亀岡市政の円滑な推進に資するため国際交流に

係る市政アドバイザーとして参与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　林　　　俊　宏 

亀岡市政の円滑な推進に資するため国際交流及

び文化芸術施策の推進に係る市政アドバイザー

として参与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　小　野　昌　二 

亀岡市政の円滑な推進に資するため国際交流及

び文化芸術施策の推進に係る市政アドバイザー

として参与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　岡　部　芳　彦 

亀岡市政の円滑な推進に資するため国際交流の

推進に係る市政アドバイザーとして参与に委嘱

します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　鳥　山　恒　夫 

亀岡市政の円滑な運営に資するためシティプロ

モーションに係る市政アドバイザーとして参与

に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　高　木　　　超 

ＳＤＧｓの理念を踏まえた亀岡市の施策を推進

するため亀岡市総合政策アドバイザーとして参

与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　 ACOON HIBINO 

　　　　　　　　　　　　（日比野　敏　彦） 

亀岡市の文化施策を推進するため亀岡市市政ア

ドバイザーとして参与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　豊　川　竜　太 

亀岡市商工業行政の円滑な推進に資するため産

学官連携に係る市政アドバイザーとして参与に

委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　吉　田　直　樹 

亀岡市政の円滑な推進に資するため産業振興に

係る市政アドバイザーとして参与に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　宇佐美　年樹子 

　　　　　　　　　　　　　北　崎　康　宏 

　　　　　　　　　　　　　小多田　篤　宏 

　　　　　　　　　　　　　溝　口　哲　弘 

　　　　　　　　　　　　　浅　田　美佐保 

　　　　　　　　　　　　　櫻　井　一　代 

　　　　　　　　　　　　　間　野　恒　夫 

　　　　　　　　　　　　　寺　本　都也子 

　　　　　　　　　　　　　野　木　義　昭 

　　　　　　　　　　　　　小早川　大　輔 

　　　　　　　　　　　　　小　橋　一　哉 

　　　　　　　　　　　　　森　　　啓　安 

　　　　　　　　　　　　　日下部　勝　也 

　　　　　　　　　　　　　松　永　枝美子 

（各　通）　　　　　　　　山　田　隆　和 

　　　　　　　　　　　　　山　本　則　次 

　　　　　　　　　　　　　平　井　和　夫 

　　　　　　　　　　　　　松　本　文　夫 

　　　　　　　　　　　　　森　岡　明　美 

　　　　　　　　　　　　　岩　切　京　介 

　　　　　　　　　　　　　蔭　山　正　樹 

　　　　　　　　　　　　　吉　川　昌　司 

　　　　　　　　　　　　　関　　　　　彰 

　　　　　　　　　　　　　岩　本　和　彦 

　　　　　　　　　　　　　八　木　美　杉 

　　　　　　　　　　　　　斎　藤　嘉　德 

　　　　　　　　　　　　　竹　原　将　司 

　　　　　　　　　　　　　光　藤　友　恵 

　　　　　　　　　　　　　柳　原　順　子 
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　　　　　　　　　　　　　山　内　知　行 

（各　通）
　　　　　　　　仲　川　　　吏 

　　　　　　　　　　　　　沼　田　聡　祉 

　　　　　　　　　　　　　太　田　敏　之 

亀岡市スポーツ推進委員に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　石　﨑　重　隆 

　　　　　　　　　　　　　栗　栖　　　睦 

亀岡市国民保護協議会委員に委嘱します 

任期は令和８年９月３０日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　岸　本　光　正 

　　　　　　　　　　　　　湯　浅　好　晃 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　河　原　正　志 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は令和９年１２月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　山　﨑　浩　久 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　奥　田　泰　弘 

　　　　　　　　　　　　　大　谷　　　一 

亀岡市国民保護協議会委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　吉　川　賀　庸 

（各　通）　　　　　　　　水　主　純　史 

　　　　　　　　　　　　　水　野　憲　和 

亀岡市国民保護協議会幹事の委嘱を解きます 

（各　通）
　　　　　　　　吉　田　輝　美 

　　　　　　　　　　　　　奥　田　泰　弘 

亀岡市防災会議委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　森　　　裕　司 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　石　﨑　重　隆 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

任期は令和８年５月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　田　井　浩　二 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　大　戸　貴　博 

　　　　　　　　　　　　　水　主　純　史 

亀岡市交通安全対策会議幹事の委嘱を解きます 

（各　通）
　　　　　　　　永　見　晃　之 

　　　　　　　　　　　　　湯　浅　好　晃 

亀岡市交通安全対策会議幹事に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　白　数　宗　雄 

亀岡市障害者介護給付費等支給認定審査会委員

に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　岡　村　徳　子 

　　　　　　　　　　　　　関　口　由加里 

　　　　　　　　　　　　　杉　本　俊　博 

　　　　　　　　　　　　　高　木　信　義 

（各　通）
　　　　　　　　髙　木　麻　希 

　　　　　　　　　　　　　玉　田　初　子 

　　　　　　　　　　　　　藤　原　夏　江 

　　　　　　　　　　　　　松　岡　茂　夫 

　　　　　　　　　　　　　三　浦　邦　俊 

　　　　　　　　　　　　　森　本　克　子 

亀岡市身体障害者相談員に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　稲　垣　好　江 

（各　通）
　　　　　　　　冨士原　美由紀 

　　　　　　　　　　　　　細　見　眞紀美 

　　　　　　　　　　　　　山　内　節　子 

亀岡市知的障害者相談員に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　糟　谷　佳　子 

　　　　　　　　　　　　　谷　口　裕　美 

亀岡市精神障害者相談員に委嘱します 

任期は令和１０年３月３１日までとします 

（各　通）
　　　　　　　　岡　本　　　綾 

　　　　　　　　　　　　　岡　田　佳　乃 

亀岡市介護認定審査会委員に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 
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　　　　　　　　　　　　　栗　山　卓　弥 

亀岡市福祉事務所嘱託医に委嘱します 

任期は令和９年３月３１日までとします 

　　　　　　　　　　　　　小　坂　喜太郎 

亀岡市立川東保育所嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　佐　藤　明　美 

亀岡市立中部保育所及び亀岡市立本梅こども園

嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　松　井　史　裕 

亀岡市立東部保育所嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　上　原　久　和 

亀岡市立第六保育所嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　吉　岡　賢　一 

亀岡市立森の自然こども園東本梅嘱託医に委嘱

します 

　　　　　　　　　　　　　東　原　博　司 

亀岡市立山の自然こども園別院嘱託医に委嘱し

ます 

　　　　　　　　　　　　　白　川　和　夫 

亀岡市立保津こども園嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　藤　原　史　博 

亀岡市立亀岡こども園嘱託医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　坂　井　知　明 

亀岡市立川東保育所嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　荻　野　　　茂 

亀岡市立中部保育所及び亀岡市立山の自然こど

も園別院嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　植　村　正　敏 

亀岡市立東部保育所嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　浦　田　眞　幸 

亀岡市立第六保育所嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　脇　　　新　五 

亀岡市立本梅こども園嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　上　原　久　晴 

亀岡市立森の自然こども園東本梅嘱託歯科医に

委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　石　川　清　之 

亀岡市立保津こども園嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　小　野　恒太郎 

亀岡市立亀岡こども園嘱託歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　高　本　亜由美 

亀岡市立亀岡こども園嘱託薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　矢　野　将　勝 

亀岡市地域公共交通会議委員に委嘱します 

任期は令和９年７月２０日までとします 

　　　　　　　　　　　　　大　西　健二郎 

亀岡市地域公共交通会議委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　浅　田　信　仁 

亀岡市教育委員会委員に任命します 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　平　井　眞理子 

亀岡市循環型社会推進審議会委員に委嘱します 

任期は令和９年９月３０日までとします 

　　　令和８年４月１７日 
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議会事務局欄 

 

規　程 

 

　亀岡市議会個人情報保護条例施行規程の一部

を改正する規程を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　亀岡市議会議長　小川克己 

 

　亀岡市議会規程第２号 

 

亀岡市議会個人情報保護条例施行

規程の一部を改正する規程 

 

　亀岡市議会個人情報保護条例施行規程（令和

５年亀岡市議会規程第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第３条第５号中「第１９条の４第１項第５

号」を「第１９条の４第１項第４号」に改め、

同条第１６号中「第１２条第３項の被保険者証

の番号及び保険者番号」を「第２０１条の２第

１項に規定する被保険者番号等」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規程中第３条第１６号の改正規定は全世

代対応型の持続可能な社会保障制度を構築する

ための健康保険法等の一部を改正する法律（令

和５年法律第３１号）附則第１条第６号に掲げ

る規定の施行の日（令和８年４月１日）から、

第３条第５号の改正規定は出入国管理及び難民

認定法等の一部を改正する法律（令和６年法律

第５９号）の施行の日（令和８年６月１４日）

から施行する。 

「掲示済」 

監査委員欄 

 

公　表 

 

　亀岡市監査公表第４号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

１９９条第５項の規定による監査を亀岡市監査

基準に準拠して実施し、同条第１２項の規定に

基づき監査の結果に関する報告を決定したので、

同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

　　　令和８年４月２８日 

 

　　　　　　　亀岡市監査委員　関本孝一 

　　　　　　　亀岡市監査委員　木村　勲 

 

１　監査の種類 

　令和８年度随時監査 

２　監査の対象 

令和７年度末現在における棚卸状況につい

て 

⑴　上下水道部の貯蔵品（緊急修繕用材料及

びメーター） 

⑵　市立病院の貯蔵品（医薬品及び診療材料） 

３　監査の着眼点 

　実地棚卸の時期・方法は適切か、保管の方

法・場所は適切か、不足・亡失き損・使用不

能等の原因の究明及び処置は適切か、在庫現

在高は帳簿残高と一致しているかなど、貯蔵

品等について適切な在庫管理が行われている

か。 

４　監査の主な実施内容 

　監査対象について、書類調査、状況聴取及

び在庫保管場所の確認を行った。 
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５　監査の実施場所及び日程 

⑴　上下水道部 

監査の実施場所：上下水道部庁舎 

監 査 実 施 日：令和８年４月１０日 

⑵　市立病院 

監査の実施場所：市立病院 

監 査 実 施 日：令和８年４月１０日 

６　監査の結果 

　特に指摘すべき事項は見当たらず、適正で

あると認められた。 

 

「掲示済」 

教育委員会欄 

 

教育長訓令 

 

　亀岡市教育委員会教育長訓令第２号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市立学校文書取扱規程を次のように定め

る。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　亀岡市教育委員会 

　　　　　　　　　　　教育長　川勝哲也 

 

亀岡市立学校文書取扱規程 

 

　（趣旨） 

第１条　この規程は、亀岡市立の小学校、中学

校及び義務教育学校（以下「学校」とい

う。）における文書等及び物品（小包及びこ

れに準ずるものをいう。以下同じ。）の取扱

いに関して、必要な事項を定めるものとする。 

　（用語） 

第２条　この規程において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴　文書等　学校に勤務する職員が職務上作

成し、又は取得した文書、図画（これらを

撮影したマイクロフィルムを含む。）及び

電磁的記録をいう。ただし、新聞、雑誌、

書籍その他これらに類するものを除く。 

⑵　電磁的記録　電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られた記録をいう。 

⑶　電子文書　電磁的記録のうち、次号の校
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務支援システムによる情報処理の用に供す

るため、当該システムに記録されたものを

いう。 

⑷　校務支援システム　電子計算機を利用し

て学校における教務系、保健系、学籍系等

校務に係る情報を一元管理するためのシス

テムであって、電子決裁機能を有するもの

をいう。 

　（文書等の取扱いの基本） 

第３条　文書等は、正確、迅速、丁寧に取り扱

い、事務が能率的かつ適正に行われるよう管

理しなければならない。 

２　文書等は、常に整理し、その所在場所及び

処理状況を明らかにしなければならない。 

　（学校長の責務） 

第４条　学校長は、常に、文書事務の処理状況

を把握し、文書事務が適正かつ円滑に処理さ

れるよう、監督することに努めなければなら

ない。 

　（学校に到達した文書等） 

第５条　学校に到達した文書等は、収受等担当

者が受領するものとし、次に掲げるところに

より処理しなければならない。 

⑴　学校宛ての文書は、開封し、及び収受日

付印を押印の上、文書収受件名簿等に記載

し、学校長の閲覧を経て関係職員に配付す

ること。 

⑵　親展文書は、開封することなく直接名宛

人に交付すること。 

２　文書等のうち、次に掲げるものは、文書収

受件名簿等の記載を省略することができる。 

⑴　亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則

第１号）の規定による支払関係書類等 

⑵　刊行物、ポスターその他これに類するも

の 

⑶　あいさつ状、招待状等軽易な文書等 

⑷　その他学校長が文書収受件名簿等への記

載を省略することを認めた文書等 

　（起案及び決裁） 

第６条　回答、報告、届、申請等を要する文書

等は、担当者が起案し、学校長の決裁を受け

なければならない。 

２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る電子文書については、校務支援システムに

おいて学校長の決裁を受けるものとする。 

⑴　学籍情報 

⑵　出欠情報 

⑶　指導要録 

⑷　健康診断票 

　（発送文書） 

第７条　決裁後の文書で発送するものは、担当

者が必要部数を浄書し、文書発送件名簿等に

記載して、速やかに発送しなければならない。 

２　文書の発送は、電子メール等を利用して送

信することができる。 

　（保存年限） 

第８条　完結文書の保存年限は、次のとおりと

する。 

⑴　永年 

⑵　１０年 

⑶　５年 

⑷　３年 

⑸　１年 

２　決裁又は供覧を経ない文書等は、事務処理

上必要な期間保存するものとする。 

３　第１項の保存年限は、当該文書等の処理が

完結した日の属する会計年度の翌年度の初日

から起算する。 

４　文書等のうち、保存すべき期間を定めがた

い文書等の保存年限は、第１項第１号に掲げ

る保存年限とする。 

　（分類及び保存年数） 

第９条　文書等の分類及びその保存年数は、別

に定める。ただし、法令等に保存年数の定め

があるときは、当該法令等の定めるところに

よる。 
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　（文書等の保存等） 

第１０条　完結文書は、保存年限及び文書分類

ごとに整理し、年度ごとに学校長が定める場

所に保管しなければならない。 

２　電子文書以外の文書等の保管に当たっては、

常に紛失、火災、盗難等の予防の措置を講ず

るとともに、重要な電子文書以外の文書等は、

非常の際にいつでも持ち出せるようにあらか

じめ準備しておかなければならない。 

　（文書等の校外持出しの制限） 

第１１条　文書等は、校外に持ち出してはなら

ない。ただし、申請書等を学校長に提出し、

その許可を得たときは、この限りでない。 

２　前項の申請書等には、持ち出す文書等の名

称、返却予定日、持出理由等を記入しなけれ

ばならない。 

　（文書等の廃棄） 

第１２条　保存期限が終了した文書等は、学校

長の承認を得て廃棄しなければならない。 

２　保存年限が終了した文書等であっても、関

係職員からの請求があり、学校長が必要と認

めたときは、期限を定めてこれを保存するこ

とができる。 

３　文書等の廃棄は、溶解又は焼却により行わ

なければならない。ただし、電磁的記録の廃

棄は、その記録を消去する方法によるほか、

消去しがたい場合には、当該電磁的記録が判

読できない処理をする等適切な処置をして当

該記録されている媒体を処分するものとする。 

　（補則） 

第１３条　この規程に定めるもののほか、文書

等の取扱いに関して必要な事項は、別に定め

る。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この訓令は、令和８年４月１日から施行す

る。 

　（経過措置） 

２　この訓令の施行の日前に完結した文書等の

分類及び保存年限については、なお従前の例

による。 
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　亀岡市教育委員会教育長訓令第３号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程の一

部を改正する訓令を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市教育委員会教育長　川勝哲也 

 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校に勤務する府費負担教職員の服務に関す

る規程の一部を改正する訓令 

 

　亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校に勤務する府費負担教職員の服務に関する規程（平

成２年亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

 

　別表の２の表⑵の項中 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

を 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

 

 ⑵　地震、水害、火災その他の災害によ

りり災し、勤務が不可能となった場合

　地震、水害、火災等の災害によって、

職員の現住居が滅失し、又は破壊された

場合である。

 ⑵　地震、水害、火災その他の災害によ

り職員が勤務しないことが相当である

と認められる場合

　次のいずれかに該当することとなった

場合である。 

　⑴　職員の現住所が滅失し、又は損壊

した場合で、当該職員がその復旧作

業等を行い、又は一時的に避難して

いるとき。 

　⑵　職員と同一の世帯に属する者の生

活に必要な水、食料等が著しく不足

している場合で、当該者のうち当該

職員以外の者にはそれらの確保を行

うことが困難であるとき。 

　⑶　⑴及び⑵に準じるものとして京都

府人事委員会が定める場合
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に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

任免及び辞令 

 

　　　　　　　　　　　　　西　垣　逸　郎 

亀岡市立亀岡小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　小　坂　喜太郎 

亀岡市立安詳小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　平　田　正　弘 

亀岡市立東別院小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　栗　山　卓　弥 

亀岡市立西別院小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　樋　垣　　　諒 

亀岡市立曽我部小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　佐　藤　俊　之 

亀岡市立吉川小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　佐　藤　明　美 

亀岡市立薭田野小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　樋　垣　　　諒 

亀岡市立大井小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　森　戸　俊　典 

亀岡市立千代川小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　白　川　和　夫 

亀岡市立保津小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　松　井　史　裕 

亀岡市立つつじケ丘小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　上　原　久　和 

亀岡市立城西小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　植　木　孝　宜 

亀岡市立詳徳小学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　飯　野　　　讓 

亀岡市立南つつじケ丘小学校学校医に委嘱しま

す 

　　　　　　　　　　　　　飯　野　　　讓 

亀岡市立亀岡中学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　東　原　博　司 

亀岡市立南桑中学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　十　倉　佳　史 

亀岡市立東輝中学校学校医に委嘱します 
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　　　　　　　　　　　　　文　字　　　直 

亀岡市立大成中学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　福　居　顯　介 

亀岡市立詳徳中学校学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　中　川　裕　隆 

亀岡市立亀岡川東学園学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　吉　岡　賢　一 

亀岡市立育親学園学校医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　嶋　村　浩　一 

亀岡市立亀岡小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　並　河　治　之 

亀岡市立安詳小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　前　川　眞　司 

亀岡市立東別院小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　脇　　　新　五 

亀岡市立西別院小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　内　藤　春　生 

亀岡市立曽我部小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　浦　田　美　穂 

亀岡市立吉川小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　内　藤　大　介 

亀岡市立薭田野小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　遠　坂　　　豊 

亀岡市立大井小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　仕　合　　　裕 

亀岡市立千代川小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　石　川　清　之 

亀岡市立保津小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　河　野　弘　之 

亀岡市立つつじケ丘小学校学校歯科医に委嘱し

ます 

　　　　　　　　　　　　　中　川　幹　也 

亀岡市立城西小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　西　田　幸　弘 

亀岡市立詳徳小学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　田　中　恵　一 

亀岡市立南つつじケ丘小学校学校歯科医に委嘱

します 

　　　　　　　　　　　　　安　井　明　平 

亀岡市立亀岡中学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　永　田　篤　司 

亀岡市立南桑中学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　上　原　久　晴 

亀岡市立東輝中学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　吉　田　龍　兒 

亀岡市立大成中学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　荻　野　　　茂 

亀岡市立詳徳中学校学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　植　村　正　敏 

亀岡市立亀岡川東学園学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　河　本　隆　大 

亀岡市立育親学園学校歯科医に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　片　山　　　徹 

亀岡市立亀岡小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　西　川　　　学 

亀岡市立安詳小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　片　山　　　徹 

亀岡市立東別院小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　齋　藤　　　均 

亀岡市立西別院小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　山　口　徳　人 

亀岡市立曽我部小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　望　月　英　孝 

亀岡市立吉川小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　上　田　耕　士 

亀岡市立薭田野小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　紀　田　奏　子 

亀岡市立大井小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　國　代　一　祥 

亀岡市立千代川小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　中　川　喜よ美 

亀岡市立保津小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　山　口　知絵子 

亀岡市立つつじケ丘小学校学校薬剤師に委嘱し

ます 
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　　　　　　　　　　　　　石　野　陽　一 

亀岡市立城西小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　平　野　朋　和 

亀岡市立詳徳小学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　髙　村　千　咲 

亀岡市立南つつじケ丘小学校学校薬剤師に委嘱

します 

　　　　　　　　　　　　　神　田　孝　泰 

亀岡市立亀岡中学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　水　落　明　子 

亀岡市立南桑中学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　中　西　暢　之 

亀岡市立東輝中学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　岩　田　雅　司 

亀岡市立大成中学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　廣　瀬　裕　之 

亀岡市立詳徳中学校学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　寺　田　希久子 

亀岡市立亀岡川東学園学校薬剤師に委嘱します 

　　　　　　　　　　　　　川　勝　達　也 

亀岡市立育親学園学校薬剤師に委嘱します 

　　　令和８年４月１日 

選挙管理委員会欄 

 

告　示 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第３３号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙の亀

岡市開票区においては、公職選挙法第６２条第

２項、第４項又は第５項の規定による開票立会

人を定めるくじは、行わない。 

 

　　　令和８年４月２日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

 

「掲示済」 
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農業委員会欄 

 

公　告 

 

　亀岡市農業委員会公告第４号 

 

　令和８年４月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

　　　令和８年４月２日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市農業委員会 

　　　　　　　　　　　　会長　神﨑　弥 

 

記 

 

１　日　時 

　　　令和８年４月７日（火） 

　　　午前９時３０分から 

２　場　所 

　　　亀岡市役所　３０２、３０３会議室 

３　議　題 

・第１号議案　農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第２号議案　農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第３号議案　非農地証明交付について 

・第４号議案　農用地利用集積等促進計画

（案）（貸借） 

・報告第１号　農地法第５条の規定による届

出の受理について 

 

「掲示済」 

　亀岡市農業委員会公告第５号 

 

　令和８年５月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

　　　令和８年４月２７日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市農業委員会 

　　　　　　　　　　　　会長　神﨑　弥 

 

記 

 

１　日　時 

　　　令和８年５月７日（木） 

　　　午前９時３０分から 

２　場　所 

　　　亀岡市役所　別館３階会議室 

３　議　題 

・第１号議案　農地法第１８条第６項の規定

による通知の承認について 

・第２号議案　農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第３号議案　農地法第４条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第４号議案　農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第５号議案　非農地証明交付について 

・第６号議案　農用地利用集積等促進計画

（案）（貸借） 

・報告第１号　農地法第５条の規定による届

出の受理について 

 

「掲示済」 
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上下水道部欄 

 

告　示 

 

　亀岡市上下水道部告示第６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定に基づき、次のとおり

収納事務の一部を委託することとしたので、同条第２項に定めるところにより告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び主たる事務所の所在地 

 

２　指定納付受託者に納付させる歳入の種類 

　　　水道料金、下水道使用料及び水道メーター使用料 

３　指定をした日 

　　　令和８年４月１日 

４　委託期間 

　　　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市上下水道部告示第７号 

 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２において読み替えて準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基づき、次のとおり収納事務の一

部を委託することとしたので、同条第２項に定めるところにより告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 名称 主たる事務所の所在地

 ＰａｙＰａｙ株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号
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１　指定公金事務取扱者の名称及び主たる事務所の所在地 

 

２　指定公金事務取扱者に納付させる歳入の種類 

　　　水道料金、下水道使用料及び水道メーター使用料 

３　指定をした日 

　　　令和８年４月１日 

４　委託期間 

　　　令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 名称 主たる事務所の所在地

 
株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町７００番地

 
地銀ネットワークサービス株式会社

東京都中央区日本橋本石町４丁目６番７号 
日本橋日銀通りビル５階

 
株式会社しんきん情報サービス 東京都港区港南１丁目８番２７号

 
株式会社セイコーマート 北海道札幌市中央区南９条西５丁目４２１番地

 
株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 東京都千代田区二番町８番地８

 
株式会社ファミリーマート 東京都港区芝浦３丁目１番２１号

 
株式会社ポプラ 広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６６５－１

 
ミニストップ株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５－１

 
山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３丁目１０番１号

 
株式会社ローソン 東京都品川区大崎１丁目１１番２号
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　亀岡市上下水道部告示第８号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者指定の告示 

 

　　　令和８年４月２３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　下記の業者を亀岡市下水道排水設備指定工事

業者として指定したので、亀岡市下水道排水設

備指定工事業者規程第１５条第１号の規定によ

り告示する。 

 

記 

 

１　指定日 

　　　令和８年４月２３日 

２　指定業者 

 

「掲示済」 

 指定 
番号

業 者 名 代表者名 住　　　所

 

333
株式会社 
SEN TEC

代表取締役 
三木　宣二

京都市上京区下長

者通裏門西入坤高

町76-3ベルハイツ

西陣306号室

市立病院欄 

 

規　程 

 

　亀岡市立病院職員の懲戒処分等に関する指針

を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　亀岡市病院事業管理者　田中宏樹 

 

　亀岡市病院事業管理規程第３号 

 

亀岡市立病院職員の懲戒処分等に

関する指針 

 

　亀岡市立病院職員の懲戒処分等に関する指針

を次のように定める。 

 

第１　目的 

病院事業管理者は、亀岡市立病院職員の懲

戒処分等を厳正かつ公正に行うため、処分の

量定を決定するに当たっての指針を次のとお

り定めるものとする。 

第２　基本事項 

１　この指針は、代表的な事例を選び、それぞ

れにおける標準的な処分量定を掲げたもので

ある。 

具体的な量定の決定に当たっては、 

⑴　非違行為の動機、態様及び結果はどのよ

うなものであったか 

⑵　故意又は過失の度合いはどの程度であっ

たか 

⑶　非違行為を行った職員の職責はどのよう

なものであったか、またその職責は非違行

為との関係でどのように評価すべきか 

⑷　他の職員及び社会に与える影響はどのよ
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うなものであるか 

⑸　過去に非違行為を行っているか 

⑹　上司への報告はあったか 

等のほか、適宜、日頃の勤務態度や非違行為

後の対応等も含め総合的に考慮の上判断する

ものとする。個別の事案の内容によっては、

標準例に掲げる量定以外とすることもあり得

る。 

なお、標準例に掲げられていない非違行為

についても、懲戒処分等の対象となり得るも

のであり、これらについては、標準例に掲げ

る取扱いを参考として判断する。 

２　標準例に掲げる処分より重いものとするこ

とが考えられる場合 

⑴　非違行為の動機、態様が極めて悪質であ

るとき又は非違行為の結果が極めて重大で

あるとき。 

⑵　非違行為を行った職員が管理又は監督の

地位にあるなどその職責が特に高いとき。 

⑶　非違行為の公務内外に及ぼす影響が特に

大きいとき。 

⑷　過去に類似の非違行為を行ったことを理

由として懲戒処分等を受けたことがあると

き。 

⑸　処分の対象となり得る複数の異なる非違

行為を行っていたとき。 

３　標準例に掲げる処分より軽いものとするこ

とが考えられる場合 

⑴　職員が自ら非違行為が発覚する前に自主

的に申し出たとき。 

⑵　非違行為を行うに至った経緯その他の情

状に特に酌量すべきものがあると認められ

るとき。 

４　起訴された場合の措置 

任命権者は、職員が非違行為を理由として

起訴された場合は、直ちに当該職員を休職に

するものとする。この場合において、懲戒処

分等は、裁判の経過に応じて決定するものと

する。 

第３　懲戒処分等の種類 

１　懲戒処分 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２９条及び職員の懲戒の手続及び効果

に関する条例（昭和３０年亀岡市条例第１２

号）の規定により行う次の処分をいう。 

⑴　免職　職員としての職を失わせる処分 

⑵　停職　６月以下の範囲内で職務に従事さ

せない処分 

⑶　減給　６月以下の範囲内で給料の１０分

の１以内を減ずる処分 

⑷　戒告　職員の非違行為の責任を確認し、

その将来を戒める処分 

２　矯正措置 

懲戒処分には該当しないが、自己の行為に

対しての責任や管理監督責任を自覚させ、将

来を戒めて、職務遂行に対する姿勢の改善、

意識向上等を目的として行う監督指導上の次

の措置をいう。 

⑴　訓告　その行為が懲戒処分には至らない

が比較的重い場合に行う文書による注意措

置 

⑵　文書注意　その行為が訓告に至らない場

合に行う文書による注意措置 

⑶　口頭注意　その行為が訓告及び文書注意

に至らない場合に行う口頭による注意措置 

第４　標準例 

懲戒処分の対象となる非違行為及び当該行

為に係る懲戒処分は、次に掲げるところによ

るものとする。 

なお、当該行為が、懲戒処分を行うまでに

至らない場合には、その行為の軽重の程度に

応じて矯正措置を行うものとする。 

１　一般的服務関係 

⑴　欠勤 

ア　正当な理由なく１０日以内の間勤務を

欠いた職員は、減給又は戒告とする。 
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イ　正当な理由なく１１日以上２０日以内

の間勤務を欠いた職員は、停職又は減給

とする。 

ウ　正当な理由なく２１日以上の間勤務を

欠いた職員は、免職又は停職とする。 

⑵　遅刻・早退 

勤務時間の始め又は終わりに繰り返し勤

務を欠いた職員は、減給又は戒告とする。 

⑶　休暇の虚偽申請 

病気休暇又は特別休暇について虚偽の申

請をした職員は、減給又は戒告とする。 

⑷　勤務態度不良 

ア　勤務時間中に職場を離脱して職務を怠

り、公務の運営に支障を生じさせた職員

は、減給又は戒告とする。 

イ　正当な理由なく職務を放棄し、かつ、

他の職員への報告、連絡、対応依頼等を

怠り、公務の運営に支障を生じさせた職

員は、減給又は戒告とする。 

ウ　職務の遂行に当たって上司の命令に従

わず、公務の運営に支障を生じさせた職

員は、減給又は戒告とする。 

⑸　職場内秩序びん乱 

ア　他の職員に対する暴行により職場の秩

序を乱した職員は、免職、停職又は減給

とする。 

イ　他の職員に対する暴言により職場の秩

序を乱した職員は、減給又は戒告とする。 

ウ　他の職員、連携する機関及びその職員

を侮辱することにより職場の秩序を乱し

た職員は、減給又は戒告とする。 

⑹　虚偽報告 

ア　事実をねつ造して虚偽の報告又は非行

の隠ぺいを行った職員は、停職、減給又

は戒告とする。 

イ　正当な理由なく、他の職員が行う報告

を妨害した職員は、停職、減給又は戒告

とする。 

⑺　違法な職員団体活動 

ア　地方公務員法第３７条第１項前段の規

定に違反して同盟罷業、怠業その他の争

議行為をなし、又は市の機関の活動能率

を低下させる怠業的行為をした職員は、

減給又は戒告とする。 

イ　地方公務員法第３７条第１項後段の規

定に違反して同項前段に規定する違法な

行為を企て、又はその遂行を共謀し、唆

し、若しくはあおった職員は、免職又は

停職とする。 

⑻　秘密漏えい 

ア　職務上知ることのできた秘密を故意に

漏らし、公務の運営に重大な支障を生じ

させた職員は、免職又は停職とする。こ

の場合において、自己の不正な利益を図

る目的で秘密を漏らした職員は、免職と

する。 

イ　具体的に命令され、又は注意喚起され

た情報セキュリティ対策を怠ったことに

より、職務上の秘密が漏えいし、公務の

運営に重大な支障を生じさせた職員は、

停職、減給又は戒告とする。 

⑼　個人の秘密情報の目的外収集 

その職権を濫用して、専らその職務の用

以外の用に供する目的で個人の秘密に属す

る事項が記録された文書等を収集した職員

は、減給又は戒告とする。 

⑽　政治的目的を有する文書の配布 

政治的目的を有する文書を配布した職員

は、戒告とする。 

⑾　収賄 

その職務に関し、賄賂を収受し、又はそ

の要求若しくは約束をした職員は、免職又

は停職とする。 

⑿　兼業の承認等を得る手続のけ怠 

営利企業の役員等の職を兼ね、若しくは

自ら営利企業を営むことの承認を得る手続
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又は報酬を得て、営利企業以外の事業の団

体の役員等を兼ね、その他事業若しくは事

務に従事することの許可を得る手続を怠り、

これらの兼業を行った職員は、減給又は戒

告とする。 

⒀　公文書の不適正な取扱い 

ア　公文書を偽造し、若しくは変造し、若

しくは虚偽の公文書を作成し、又は公文

書を毀棄した職員は、免職又は停職とす

る。 

イ　決裁文書を改ざんした職員は、免職又

は停職とする。 

ウ　公文書を改ざんし、紛失し、又は誤っ

て廃棄し、その他不適正に取り扱ったこ

とにより、公務の運営に重大な支障を生

じさせた職員は、停職、減給又は戒告と

する。 

⒁　セクシュアル・ハラスメント（他の者を

不快にさせる職場における性的な言動及び

他の職員を不快にさせる職場外における性

的な言動） 

ア　暴行若しくは脅迫を用いてわいせつな

行為をし、又は職場における上司・部下

等の関係に基づく影響力を用いることに

より強いて性的関係を結び若しくはわい

せつな行為をした職員は、免職又は停職

とする。 

イ　相手の意に反することを認識の上で、

わいせつな言辞、性的な内容の電話、性

的な内容の手紙・電子メールの送付、身

体的接触、つきまとい等の性的な言動

（以下「わいせつな言辞等の性的な言

動」という。）を繰り返した職員は、停

職又は減給とする。この場合において、

わいせつな言辞等の性的な言動を執拗に

繰り返したことにより、相手が強度の心

的ストレスの重積による精神疾患に罹患

したときは、当該職員は免職又は停職と

する。 

ウ　相手の意に反することを認識の上で、

わいせつな言辞等の性的な言動を行った

職員は、減給又は戒告とする。 

⒂　入札談合等に関する行為 

市が入札等により行う契約の締結に関し、

その職務に反し、事業者その他の者に談合

を唆すこと、事業者その他の者に予定価格

等の入札等に関する秘密を教示すること又

はその他の方法により、当該入札等の公正

を害すべき行為を行った職員は、免職又は

停職とする。 

⒃　パワー・ハラスメント 

ア　パワー・ハラスメント（亀岡市職員の

ハラスメントの防止等に関する要綱（平

成２３年亀岡市告示第１３４号）第２条

第３号に規定するパワー・ハラスメント

をいう。以下同じ。）を行ったことによ

り、相手に著しい精神的又は身体的な苦

痛を与えた職員は、停職、減給又は戒告

とする。 

イ　パワー・ハラスメントを行ったことに

ついて指導、注意等を受けたにもかかわ

らず、パワー・ハラスメントを繰り返し

た職員は、停職又は減給とする。 

ウ　パワー・ハラスメントを行ったことに

より、相手を強度の心的ストレスの重積

による精神疾患に罹患させた職員は、免

職、停職又は減給とする。 

（注）⒁及び⒃に関する事案について処分

を行うに際しては、具体的な行為の態

様、悪質性等も情状として考慮の上判

断するものとする。 

⒄　患者等に対する不適切な対応 

患者等への必要な説明を怠り、又は不適

切な発言、接遇等により、患者等との間に

無用の争議を誘発し、病院の品位や信頼を

貶めた職員は、減給又は戒告とする。 
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２　公金・公物取扱い関係 

⑴　横領 

公金又は公物を横領した職員は、免職と

する。 

⑵　窃取 

公金又は公物を窃取した職員は、免職と

する。 

⑶　詐取 

人を欺いて公金又は公物を交付させた職

員は、免職とする。 

⑷　紛失 

公金又は公物を紛失した職員は、戒告と

する。 

⑸　盗難 

重大な過失により公金又は公物の盗難に

遭った職員は、戒告とする。 

⑹　公物損壊 

故意に職場において公物を損壊した職員

は、減給又は戒告とする。 

⑺　失火 

過失により職場において公物の出火を引

き起こした職員は、戒告とする。 

⑻　諸給与の違法支払・不適正受給 

故意に法令に違反して諸給与を不正に支

給した職員及び故意に届出を怠り、又は虚

偽の届出をするなどして諸給与を不正に受

給した職員は、減給又は戒告とする。 

⑼　公金・公物の不適正処理 

自己保管中の公金の流用等公金又は公物

の不適正な処理をした職員は、減給又は戒

告とする。 

⑽　コンピュータの不適正使用 

職場のコンピュータをその職務に関連し

ない不適正な目的で使用し、公務の運営に

支障を生じさせた職員は、減給又は戒告と

する。 

３　利害関係者との接触違反関係 

職員が、亀岡市職員倫理条例（平成１４年

亀岡市条例第３４号）及び亀岡市職員倫理規

則（平成１５年亀岡市規則第６号）に定める

禁止事項に違反する行為を行ったときは、別

表第１に掲げる違反行為に基づく懲戒処分を

行う。 

４　公務外非行関係 

⑴　放火・殺人 

放火又は人を殺した職員は、免職とする。 

⑵　傷害等（傷害・暴行・器物損壊等） 

人に傷害を負わせ、若しくは負わせるま

でに至らない暴行行為等をした職員又は故

意に他人の物を損壊した職員は、免職、停

職、減給又は戒告とする。 

⑶　横領等（横領・窃盗・強盗・詐欺・恐

喝・賭博（常習）等） 

横領等をした職員は、免職又は停職とす

る。ただし、賭博については、常習でない

ものをした職員は、減給又は戒告とする。 

⑷　麻薬等の所持等 

麻薬、大麻、あへん、覚醒剤、危険ド　

ラッグ等の所持、使用、譲渡等をした職員

は、免職とする。 

⑸　粗野な言動等 

公共の場所や乗物において、公衆に迷惑

をかけるような著しい粗野又は乱暴な言動

をした職員は、減給又は戒告とする。 

⑹　破廉恥行為（淫行・痴漢・ストーカー行

為等） 

破廉恥行為をした職員は、免職、停職、

減給又は戒告とする。 

⑺　インターネットによる不法行為 

ハッカー行為等インターネットを利用し

た犯罪行為をした職員は、停職又は減給と

する。 

５　交通事故又は交通法規違反関係 

交通事故又は交通法規違反をした職員は、

別表第２に掲げる交通事犯行為に基づく懲戒

処分を行う。なお、処分を行うに際しては、
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過失の程度や事故後の対応等も情状として考

慮の上判断するものとする。 

第５　報告義務 

所属長は、職員が第４各項に掲げる非違行

為を行っていることが明らかであると判断し

た場合には、遅滞なくその旨を人事担当課長

に報告しなければならない。 

第６　監督責任 

⑴　指導監督不適正 

所属職員が懲戒処分を受けることとなっ

た場合で、管理監督者としての指導監督に

適正を欠いていた職員は、減給又は戒告と

する。 

⑵　非行の隠ぺい・黙認 

所属職員の非違行為を知得したにもかか

わらず、その事実を隠ぺいし、又は黙認し

た職員は、停職又は減給とする。 

第７　関係者の懲戒処分 

非違行為をした職員の懲戒処分を行ったと

きは、次に該当する職員についても懲戒処分

を行う。 

⑴　違反した職員に教唆し、又はほう助した

と認められる職員 

⑵　違反した職員と行動を共にした職員 

第８　懲戒事案の公表 

１　公表対象 

次のいずれかに該当する懲戒処分は、公表

するものとする。 

⑴　職務遂行上の行為又はこれに関連する行

為に係る懲戒処分 

⑵　職務に関連しない行為に係る懲戒処分の

うち、免職又は停職である懲戒処分 

２　公表内容 

事案の概要、処分量定及び処分年月日並び

に所属、役職段階等の被処分者の属性に関す

る情報を、個人が識別されない内容のものと

することを基本として公表するものとする。 

３　公表の例外 

被害者又はその関係者のプライバシー等の

権利利益を侵害するおそれがある場合等１及

び２によることが適当でないと認められる場

合は、１及び２にかかわらず、公表内容の一

部又は全部を公表しないことも差し支えない

ものとする。 

４　公表時期 

懲戒処分を行った後、速やかに公表するも

のとする。ただし、軽微な事案については、

一定期間ごとに一括して公表することも差し

支えないものとする。 

５　公表方法 

記者クラブ等への資料の提供その他適宜の

方法によるものとする。 

第９　懲戒処分等の効果等 

懲戒処分等を受けた職員の昇格及び昇給等

の取扱いについては、初任給、昇給、昇格等

の基準に関する規則（昭和３５年亀岡市規則

第１号）及び初任給、昇給、昇格等の基準に

関する規則運用規程（平成２２年亀岡市訓令

第１号）の定めるところによる。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この規程は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　施行の日前に昇給の延伸を受けていた職員

について、非違行為の当事者（第６各号の職

員を含む。）以外の者にあっては、この指針

の規定の定めるところにより在職者調整措置

等により復元することができる。 

 

【別表　省略】 
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　亀岡市病院事業契約規程の一部を改正する規

程を次のように定める。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　亀岡市病院事業管理者　田中宏樹 

 

　亀岡市病院事業管理規程第４号 

 

亀岡市病院事業契約規程の一部を

改正する規程 

 

　亀岡市病院事業契約規程（平成１６年亀岡市

病院事業管理規程第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第２１条第１項第１号中「３００，０００

円 」 を 「 ６ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、　　　　　

「５００，０００円」を「１，０００，０００

円」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

告　示 

 

　亀岡市立病院告示第１号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定に基づく、亀岡

市病院事業会計規程（平成２６年亀岡市病院事

業管理規程第２号）第２８条の規定による指定

納付受託者を次のとおり指定したので告示する。 

 

　　　令和８年４月１日 

 

　　　　亀岡市病院事業管理者　田中宏樹 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

⑴　京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町

７３１番地 

　　　京都クレジットサービス株式会社 

　　　代表取締役　床本敬三 

⑵　京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町

７３１番地 

　　　京銀カードサービス株式会社 

　　　代表取締役　床本敬三 

２　指定納付受託者による納付を認める歳入の

範囲 

　亀岡市立病院における診療に係る使用料及

び手数料 

３　指定期間 

　　令和８年４月１日から 

　　令和９年３月３１日まで 
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